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本文は p.14 へ
情報通信分野における特許の活用
̶ライセンスして市場をリードする̶
　プラズマパネルに関する特許侵害紛争は記憶に新しいが、近年企業間での特許侵害紛
争が頻発している。しかし、プラズマパネルに関する特許出願動向を分析すると分かる
ように、他社から特許のライセンスを得ない限り、どの企業も製品の出荷は難しい。つ
まり、情報通信や電機・電子といった産業分野では他社との協調が必要となっているの
である。そこで本稿では、他社との協調を目的とした国際標準化活動やパテントプール
について解説し、さらにこの分野の産業における特許の活用戦略について考察する。
　他社との協調を実現する方法としては、公的な機関による国際標準化活動が従来から
行われているが、有志企業が任意で進めるフォーラム活動も活発化している。この場合、
特許が関係する技術に関しては、特許権者は非差別的なライセンスを提供することとな
る。さらに、MPEG、DVDなどのように、関係する特許権者を集めて、ライセンス事務
を統一的に取り扱うための「パテントプール」が形成される場合もある。
　国際標準化活動やパテントプールでは、特許は独占権としては行使されない。しかし、
他社へのライセンスを認めることによって、特許権者は短期的には経済的な利益を、長
期的には市場動向を左右できるという戦略的な利益を得ることができる。また、国際標
準化活動やパテントプールについては、2005 年６月に公正取引委員会が発表した「標準
化活動とパテントプールに関するガイドライン」によると、価格協定等が付随しなけれ
ば問題とされないとの見解が示されてもいる。
　したがって、各企業は保有する特許をライセンス権として活用するとともに、いっそ
う特許の取得に努めるべきである。国際化活動にあたっては、単に参加しているだけで
は不十分であり、自社の技術や特許が標準の中に組み込まれるように積極的に働きかけ
る必要がある。また、国際標準化活動では、技術の優劣を判断するというよりも、政治
的な交渉が重要になる。各企業においては、社員の交渉力を高める教育機会を増やすと
ともに、交渉力に富んだ社員を活動に参加させるなどの対策が必要である。さらに、政
府の知的財産推進計画においても「特許を活用する」という視点をいっそう強化すべき
である。
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人道的地雷検知・除去技術と国際貢献への道
　地雷により、世界中で年間約１万人が死傷していると推定されている。紛争終結後、
地雷を除去する人道的地雷除去が注目されているゆえんである。人道的地雷除去活動は、
国連が各国に組織した地雷除去組織を通じて、地元で活動するNGO団体を支援して行
われている。しかし、現在実用的な地雷検知技術とされている金属探知器と地雷犬は、
信頼性は高いものの効率が低く、より効率的な技術の実用化が必要とされている。
　我が国は 1997 年の対人地雷全面禁止条約（オタワ条約）加盟と同時に、対人地雷除去・
犠牲者支援等の分野における支援を表明した。文部科学省、経済産業省、外務省などが
研究開発プロジェクトを実施し、目に見える国際貢献をめざしている。
　現在開発されている地雷検知技術のうち、爆薬を直接検知する技術は実用化段階と
は言えず、最も実用化が近いと考えられているのが地中レーダ（Ground Penetrating 
Radar：GPR）である。我が国でも独立行政法人科学技術振興機構（JST）の研究プロ
ジェクトにおいて、ロボットや無人車両、ロボットアームによる地雷検知技術と並んで、
デュアルセンサ開発が目的の一つとなっている。その一部については、近年地雷被災国
で評価実験も行われ、実用化に近づいている。
　その一環として、例えば東北大学は金属探知器と GPRを組み合わせたデュアルセン
サであるAdvanced Landmine Imaging System（ALIS）を開発した。GPRは金属探知
器と違い、プラスティック地雷を画像化できる。しかしハンドヘルド・デュアルセンサ
の場合、測定時にアンテナ位置を追跡できないため、対象物の画像化ができなかった。
ALIS は CCDカメラを装着し、リアルタイムにセンサ位置を認識することでこの問題
を解決し、作業員は地雷位置を画像から判断できるようになった。
　世界的には、地雷検知を目的とした地中レーダ開発プロジェクトは終了しつつあり、
一部の成果は現地評価試験などを経て実用化が始まろうとしている。この分野で我が国
が一層積極的に貢献するためには、ODA等により被埋設国へ供与する道筋をつけるこ
とに加え、国際評価基準策定等にも積極的に関わることが重要である。
　また、地雷検知技術開発で培われたセンサ技術に関しては、限定された分野に留まら
ず環境計測、ライフラインの保全管理、土壌汚染など、積極的な応用分野の開拓を進め
ていくべきである。
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わが国における地震防災の最近の動向
　わが国は世界有数の地震大国であり、地震防災における先進国でもある。
　1995 年１月に発生した阪神・淡路大震災から 10 年が経過し、地震防災に関して様々
な技術が展開されている。本稿は、2003年の宮城県沖地震、宮城県北部地震、十勝沖地震、
2004 年 10 月の新潟県中越地震、2005 年３月の福岡県西方沖地震などで得られた知見も
総合し、地震被害の軽減を図るための現状と課題をまとめ、提言を行うものである。
１．地震計測と予知
　約 20km間隔で全国を覆う高感度地震観測施設や GPS 連続観測施設などの整備が進
み、高密度地震観測網を利用した緊急地震速報の試験運用も開始されているが、正確な
予測は依然として困難である。
① 地震情報や津波情報、緊急地震速報による被害軽減を図る上で、海底地震計をネッ
トワーク化しリアルタイムで常時監視できる体制が必要である。
② 地震計の更新は 10 年おきとなっていて、阪神・淡路大震災を契機に設置された
機器は、間もなく 10 年を迎えることとなる。自治体が設置した震度計は全国に約
2,800 地点に上るが、市町村合併によって、地震計の統廃合や経費節減による保守
点検の削減など観測精度の低下が危惧される。何らかの対策が望まれる。また、震
度速報に対応できるよう、ネットワーク回線数の増加、多重化・常時接続化や送信・
受信サーバーの処理能力の向上等、システムの改善を早急に行う必要がある。
２．住宅耐震化の促進
　中央防災会議の地震防災戦略では、住宅耐震化率を現在の 75％から今後 10 年で 90％
に向上させる具体的目標が掲げられている。しかし、耐震診断や耐震改修にかかる費
用、悪徳施工業者の横行などが障害となっている。耐震化による固定資産税の軽減や、
地震保険の掛け金の割引など、減災に向けた取り組みを支援する優遇措置を導入すべき
である。
３．ハザードマップの作成・普及
　地震による津波、土砂災害などの被害に加え、交通網の寸断箇所や建物の倒壊・延焼
等を予測し、安全な場所へ迅速に避難誘導するためのハザードマップの作成・普及を図
る必要がある。
４．ライフライン共同溝化の促進
　阪神・淡路大震災ではライフラインが多大な被害を受けたが、神戸市内の一部で整備
されていた共同溝は軽微な損傷にとどまった。共同溝化によって、地震時のライフライ
ンの安全性の向上が図れるとともに、別々に埋められているライフラインの補修による
道路の掘り返し工事が少なくなる。ただし、電気、ガス、水道などの各ライフライン間
で、被害状況や復旧に関する情報の共有化と、復旧作業における連携の手法を確立する
必要がある。
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日本の科学技術の現状と今後の予測
 ̶急速に発展しつつある研究領域調査
 論文データベース分析から見る研究領域の動向̶
　科学技術動向研究センターは、第３期科学技術基本計画策定のための資料作成として、
下図の各調査を担当しました。
　そのうち、今月は「急速に発展しつつある研究領域調査―論文データベース分析から
見る研究領域の動向―」の概要を紹介します。
蜷参考：NISTEP REPORT No.95
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep095j/idx095j.html
連載概要
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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　英国のBBSRC（バイオテクノロジー・生物科学研究会議）主催の植物システム生物学ワークショッ
プが2005 年 7月25～26日に英国のエジンバラで開催された。本ワークショップでは、英国内外か
ら招待された約50 名の研究者により、植物システム生物学の必要性や英国における推進などについて
議論がされた。
　近年、計算機科学に基づく初期のシステム生物学とは異なる、ゲノム科学等の大量データの解析を主
体とする新しいシステム生物学が勃興している。日本の植物ゲノム研究のレベルは高く、植物ゲノムに関
連するリソースが整備されている点で、この新しい植物システム生物学の推進には有利である。日本にお
いても、植物ゲノム科学から植物システム生物学の展開を目指した国家的な議論が必要である。
 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　英国のBBSRC（バイオテクノロジー・生物科
学研究会議）主催の植物システム生物学ワーク
シ ョ ッ プ（Succeeding in Plant Systems Biology 
Workshop）が 2005年７月 25～ 26日に英国のエジ
ンバラで開催された。本ワークショップでは、シ
ステム生物学によって何が出来て、何が問題で、
どのように進めるかを議論する会議であった。
　参加者は精選された約 50名でいずれも指名さ
れた英国の大学教授、研究所部長クラス、BBSRC
の関係者（研究費配分担当者）で、一般参加者
は認められていなかった。講演者は８名で、内
訳は、英国内から４名および英国外から４名で
あった。英国内からの 4名は、生物情報学・数学
から３名（Nottingham 大の Charlie Hodgman 教
授、Rothamsted 研 究 所 の Chris Rawlings 教 授、
Imperial College の Jaroslav Stark 教授）、実験科
学から１名（酵母のシステム生物学でメタボロミ
クスの最初の提唱者であるManchester 大の Steve 
Oliver 教授）であった。英国外からの４名は、ス
イスのChris Kuhlemeier 教授（植物科学）、フィン
ランドのMatej Oresic 博士（情報学）、ベルギーの
Martin Kuiper 博士（ネットワーク解析）、日本か
らは斉藤（メタボロミクスとゲノム機能科学）で
あった。英国外からの講演者は、自身の研究成果
だけでなくそれぞれの国や研究所でのシステム生
物学の動きを紹介することも求められた。
　システム生物学は生命現象をシステムとして理
解する学問分野であるが、その定義はまだ十分に
定まっていない。しかし、システム生物学研究の
発展に必要なものは、大量オミクスデータ、デー
タベース、ネットワーク解析、数学的モデルの構
築と検証、グラフソフトなどであるという事は、
出席者に共通した理解であった。
　ワークショップでは、植物科学におけるシステ
ム生物学の推進の必要性として、「人口増加によ
る食料危機に対しての作物収量増加（病害虫耐性、
乾燥・塩ストレス耐性など）」、「健康機能代謝産物
の含量増加（抗酸化物質、アミノ酸、ビタミンな
ど）」、「代替生物エネルギーや二酸化炭素吸収など
による地球環境問題の解決」等が挙げられた。
　英国の有利な点としては、「高いレベルの植物ゲ
ノム科学」、「数学、情報学の強固な基盤」、「生物
情報学に関する研究施設の充実」等が挙げられた。
英国における問題点としては、「情報学と実験科学
の融合の不一致」、「システム生物学教育の不足」、
「投資を誘導できる実質的な大成果の不足」など、
が指摘された。
　最近、計算科学に基づく初期のシステム生物学
とは違ったアプローチである、ゲノム科学等の大
量のデータに基づくデータドリブンの新しいシス
テム生物学が勃興している。これを推進するため
には、トップレベルにいる異なった専門分野の柔
軟な発想の人たちの日常的なコラボレーションが
必須である。
　日本は農林水産省のイネゲノム、かずさDNA研
究所の植物ゲノム解析、理研のシロイヌナズナリ
ソースなど、植物ゲノム研究のレベルは高く、植
物のゲノム関連リソースが整備されている。これ
は、データドリブンのシステム生物学を進める上
で非常に有利である。
　従って、日本でも、植物ゲノム科学から植物シ
ステムバイオロジーへの展開を目指した国家的な
議論が必要であると考えられる。
トピックス1　英国の植物システム生物学の推進
千葉大学大学院薬学研究院　教授／理化学研究所植物
科学研究センター グループディレクターの斉藤和季氏
のご投稿より
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 情報通信分野 TOPICS Information & communication
　2005 年 9月に開催された次世代光情報通信技術シンポジウムにおいて、光インターコネクション技
術に関する研究発表が行われた。ペタスケールスーパーコンピュータの実現にあたっては、従来の電気伝
送技術の延長では、消費電力が 30MW、電気ケーブル総延長が20,000kmにも達するとの試算が示
され、消費電力や物量の面から電気伝送技術は限界に至るとの見通しが明らかにされた。 また、超大容
量ルーターのバックプレ ンーでは、現状の電気伝送技術のままでは消費電力とピン数が増大することによ
る高コスト化という問題点が指摘された。これらの問題を解決するために、光インターコネクション技術
の導入が検討されている。同技術は、チャンネル当たりの伝送容量増大によるケーブル本数削減、消費
電力削減効果が期待でき、技術的な解決策の有力候補となる可能性がある一方で、信頼性とコストが今
後の課題となっている。
　2004 年、当時世界最速であった、ピーク性能
40TFlops（１テラフロップスは１秒間に１兆回の
浮動小数点演算）の処理能力を持つ日本発の地球
シミュレータが、IBMのBlue Gene にその座を奪
われた。2005 年８月、首位奪回を目指し、文部科
学省は、2010年度に 10PFlops 超級、毎秒 1京（１兆
の１万倍）回以上もの演算能力を持つ「京速計算
機システム」の実現を目指し、「最先端・高性能汎
用スーパーコンピュータの開発利用」について予
算要求を行った。
　2005 年９月、高速伝送技術の将来を見据えて、
次世代光情報通信技術シンポジウムがC産業技術
総合研究所の主催で開催された。講演した譁富士
通研究所は、2005年６月のプレスリリースに続き、
現状の電気伝送技術の延長で、ピーク性能 3PFlops
のスーパーコンピュータを実現した場合、設置面
積が 8,500m2、冷却用の空調設備を含めた消費電力
は 30MWになるとの試算を示した。これを実現す
るためには、ビル１棟と小さな発電所が必要な規
模になる。さらに、機器間の接続に用いる電気ケ
ーブルは距離にして 20,000kmにも達するという。
電気ケーブル総延長が 2,400kmの地球シミュレー
タが、鉄骨構造２階建て、3,250m2 を専有すること
を考えると、途方もない数字であることがわかる。
　電気伝送の高速化はこれまでも限界が懸念され
てきたが、周波数の高域成分を予め強調するプリ
エンファシス技術や、受信時に周波数特性を調整す
るイコライズ技術等によってその壁を乗り越えて
きた。しかしながら、高速化は回路規模、消費電
力、ピン数の増大という代償を払わなければならな
くなった。さらに、電気で高速伝送する場合、電磁
シールドされた太い径のケーブルを使用しなけれ
ばならず、物量の問題は取り残されたままだった。
　これらの問題を解決するため、光インターコネ
クション技術が注目されている。光インターコネ
クションはチップ内、チップ間、基板間あるいは
装置間を光で接続する技術の総称であり、下記の
メリットを享受できる可能性がある。
① 物量削減：光ファイバは電気ケーブルと比較し
て細い。１本のファイバに複数の波長を多重化
して、チャンネルあたりの伝送容量を増加する
波長多重技術を用いれば、さらにケーブル本数
削減が可能となる。
② 消費電力削減：誤り訂正、イコライザ、入出力
バッファの負荷が軽減されると予想され、シス
テム的に消費電力削減が見込める。
　譁富士通研究所は同シンポジウムで、ペタスケ
ールスーパーコンピュータの電気クロスバースイ
ッチを光にて置換する、光パケットスイッチを用
いた光インターコネクションの構想を発表した。
その要素技術として、ナノ秒オーダーの半導体光
スイッチを新規開発する。光パケットスイッチ導
入の効果は、波長多重技術の適用によるケーブル
本数の削減はもとより、一括スイッチによるスイ
ッチ数削減、光電気変換モジュール数削減である。
　一方、譁日立製作所は、スイッチファブリック
当りの伝送容量が 2Tbps を超える超大容量ルータ
ーの開発において、電気伝送のままではLSI の消
費電力増大、ピン数増大によるコスト高になると
の問題を指摘した。それに対し、同社はバックプ
レーン高速化のアプローチとして、光インターコ
ネクション技術を導入検討中との発表を行った。
　このように、光インターコネクション技術は、
超大容量ルーター、ペタスケールコンピュータ、
さらには「京速計算機システム」のような超高速
計算機開発において、技術的な解決策の有力候補
となり得る可能性を秘めている。
　光インターコネクション技術が、システム設計
側から要請される信頼性、コストにどの程度応え
られるかが今後の課題である。
トピックス2　超高速計算機に採用検討が進む光インターコネクション技術
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　耐久性、耐熱性に優れたアスベスト（石綿）は、広範囲の建材に利用されてきたが、アスベストの形状
が微細な針状であるため、肺がんや中皮腫の原因となる危険性がある。この危険性を回避するには、ア
スベストの飛散防止処理技術、および廃棄アスベストの無害化処理技術が重要であり、現在これらの技
術開発が進められている。
　飛散防止処理技術としては、アスベストを含む耐火建材の耐火性能を低下させない新塗料として、シリ
コンを用いた塗料が開発された。無害化処理技術としては、フッ化カルシウムと酸化カルシウムをアスベ
ストに混合させ加熱することにより、従来1,000℃を要した無害化処理を700℃でも実現可能とする技
術の開発が進められている。また、アークプラズマにて作り出された超高温状態でアスベスト廃棄物を短
時間で無害化し、さらに骨材としての再利用を可能にする技術開発も進められている。これらの技術の普
及により、二次被害の危険性を秘めた埋め立て処理から無害化処理への移行が期待される。
トピックス3　アスベストの安全対策に向けた処理技術
　天然の鉱物であるアスベスト（石綿）は、化学
的に安定であると同時に耐熱性があるため、セメ
ント補強材、ビルの鉄骨の耐火被覆材、断熱材、
吸音材等の材料として広範囲に利用されてきた。
しかし、アスベストの形状は非常に微細な繊維状
（針状結晶体）であるため、人体に吸入されたとき、
肺に突き刺さり、肺がんや中皮腫を引き起こす危
険性がある。そのため、大量に使用されてきたア
スベストの危険性は大きな社会問題となっている。
このアスベストの危険性を回避するには、アスベ
ストの使用禁止はもとより、アスベストを含む多
くの建材からのアスベスト飛散を防止する処理技
術や除去したアスベストを無害化する処理技術は
極めて重要であり、これらの安全対策に向けた処
理技術の研究開発が進められている。
　アスベストの飛散防止に関しては、大成建設譁、
ニチアス譁、中国塗料譁らにより新塗料が共同開
発された。アスベストが露出している建材にこの
塗料を吹き付けると、内部に浸透して表面が固ま
り、アスベストの飛散を防止することができる。
従来の有機系塗料では、アスベストの含有率が低
い耐火建材（注１）に対しては、塗料が内部に浸透し
にくく、表面のみに可燃性塗料が塗布された状態
となるため、耐火性能を確保することは困難であ
った。しかし、今回開発された塗料は、コンクリ
ートに浸透しやすいシリコンを中心とした化合物
を利用することにより、アスベストの含有率が低
い耐火建材に対しても耐火性能を落とさずに適用
することができる。
　アスベスト廃棄物を無害化する技術としては、
群馬工業高等専門学校や譛電力中央研究所におい
て開発が進められている。群馬工業高等専門学校
では、フッ化カルシウムと酸化カルシウムをアス
ベストに混合させて 700℃で加熱することにより、
無害化をおこなう技術開発が進められている。ア
スベストは、フッ化カルシウムや酸化カルシウム
と反応すると、600℃で繊維構造が崩れ始め、700℃
で結晶構造がなくなって粒子状となり無害な物質
へと変化する。アスベストの熱分解にはこれまで
1,000℃以上の高温にする必要があったが、この手
法では低温で無害化できるため、処理装置を低価
格で製作できる可能性があり、現在、実用化に向
けた技術開発が進められている。譛電力中央研究
所では、アークプラズマにて超高温状態をつくり
だし、短時間でアスベスト廃棄物を溶融して無害
なスラグに変換すると同時に、そのスラグの粒子
径を均一にして骨材（注２）として再利用可能にする
技術開発が進められている。この技術は、ロート
状の容器に、1,500℃程度に加熱して溶かしたアス
ベストをゆっくりと流し落とし、その間に冷却さ
せて直径５mm程度の粒子をつくりだし、骨材と
して利用しようとするものである。現在、実用化
に向けた開発が進められている。これらの新技術
を利用したアスベストの無害化処理が普及すれば、
二次被害（飛散や流出）の危険性を秘めたアスベ
ストの埋め立て処理から無害化処理の流れができ
ることが期待される。
（注１）1975 年以前ではアスベスト含有量が 60～ 70％と高
い建築材料が使用されていたが、アスベストの使用制限が
厳しくなった 1975年以降の建築材料では、アスベスト含有
量は５％未満となっており、2004 年にはアスベストの使用
が原則的に禁止となっている。
（注２）コンクリートやモルタルを造るときに、セメントと
水と一緒に混ぜる砂や砂利のことをいう。
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　財団法人 2005 年日本国際博覧会協会は、2005 年 9月に愛知万博（愛・地球博）開催を記念し、
地球環境技術100件に「愛・地球賞̶Global 100 Eco̶Tech Awards」を授与した。審査の基準は、
①地球環境問題の解決と人類・地球の持続可能性への貢献、② 21世紀に相応しい「新規性」、③世
界各地の様々な社会で役立つ「普遍性」の3つの観点であった。8分野に分類された受賞技術のうち
最も数が多かったのは「地球温暖化防止とエネルギーの確保」の22件で、省エネルギーや新エネルギ
ーの関連技術が多数受賞した。続く「資源の有効利用とリサイクル」が17件で、廃タイヤ関連など幅
広い分野の技術や取組みが受賞した。次いで「新たな発展のための技術」が16件で、海外の技術や
取組みが多かった。今回選定された技術は、技術が実現可能なものか、実際に環境保護に役立つのか、
特定の地域だけに通用するのではなく、他の国でも応用が利く技術か、という内容のものとなっている。
即ち、先端技術だけではなく、途上国でも使える技術が必要視されている。
　財団法人 2005年日本国際博覧会協会は、2005年
９月に愛知万博（愛・地球博）開催を記念し、愛・
地球博のテーマである「自然の叡智」に基づき、
地球環境技術 100 件に「愛・地球賞―Global 100 
Eco―Tech Awards」を授与した。応募数は日本国
内 139件、海外 97件の計 236件の中から、国内 56
件、海外 23ヶ国 44件が選ばれた。賞金は順位付
けせずに１件100万円ずつ授与した。審査の基準は、
①地球環境問題の解決と人類・地球の持続可能性
への貢献、② 21世紀に相応しい「新規性」、③世
界各地の様々な社会で役立つ「普遍性」の３つの
観点から総合評価された。
　８分野に分類された受賞技術のうち最も多かっ
たのは、「地球温暖化防止とエネルギーの確保」で
22件、次いで「資源の有効利用とリサイクル」17件、
「新たな発展のための技術」16件、「自然保護と再
生」「飲料水と水資源保全」共に 12件、「木材資源
を活用」９件、「バイオマス資源を活用」７件、「環
境汚染物質対策」５件となっている。
　「地球温暖化防止とエネルギーの確保」では、省
エネルギーや新エネルギーの関連技術が多数受賞
した。中でも太陽エネルギー関連が多く、シリコ
ンウエハー結晶を短冊状 に微細加工し表面積の拡
大で発電量を 10倍にした「短冊状太陽電池」や、
アルミ基板の間に数千のシリコン球を接着した太
陽電池「球形ソーラー技術」といった太陽電池。
太陽エネルギーを利用した圧縮冷却装置「太陽エ
ネルギーを利用したエアコンディショナー」。蓄電
池とソーラーパネルを組み合わせたLED照明シス
テムで昼間の余剰電力を夜に利用した「ソーラー
パワーLED照明」。「太陽エネルギーを用いた水分
解による水素の生成」。ヒートポンプを活用し屋根
上のソーラーパネルを不要にした太陽熱温水器で
必要エネルギーを最大 75％削減した「ヒートポン
プ式温水器の製造」。パッシブソーラーハウス技術
と再生可能資源である、わらのブロックを組み合
わせた「再生可能材料でできたパッシブソーラー
ハウス」などとなっている。
　「資源の有効利用とリサイクル」では、幅広い分
野の技術や取組みが受賞している。例えば、廃タ
イヤ関連では、自動車の窓枠やタイヤに使ったゴ
ムを元のゴム原料に再生し再利用を可能にした「廃
ゴムのマテリアルリサイクル技術」や、廃タイヤ
から機械・化学・電磁波処理により廃棄物や残滓
物なく有用物質を回収する「廃タイヤ総合リサイ
クル技術」。世界初となる「ペットボトル toペット
ボトル・リサイクル技術」。従来難しいとされてい
た使用済み廃食器を破砕し再生原料として全体の
20%程度を配合し新たな陶器を製作した「焼き物
の資源循環化技術の確立とリサイクルシステム及
びネットワークの構築」などとなっている。
　「新たな発展のための技術」では、二層の円筒形
の壁面構造で断熱しエネルギー効率をあげた薪コ
ンロ「改良型バイオマス調理用コンロ」や、炭ま
たは薪を利用して湯を沸かしたり調理をすると同
時に電気エネルギーを生成する「キンキージ発電
コンロ」。太陽光発電によって僻地の建物に石油や
乾電池、薪にかわる有効な電力を供給する「ソー
ラー照明システム」。農業廃棄物として焼却・廃棄
されていたココヤシ殻を利用しココヤシ繊維のネ
ットを作る「廃ココヤシ繊維によるジオテキスタ
イル」などとなっている。
　今回選定された技術は、技術が実現可能なもの
か、実際に環境保護に役立つのか、特定の地域だ
けに通用するのではなく、他の国でも応用が利く
技術か、という内容のものとなっている。即ち、
先端技術だけではなく、途上国でも使える技術が
必要視されている。
トピックス4　「愛・地球賞」地球環境技術100 件に授与
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　近年、エネルギーと環境への関心が増すと同時に、エネルギー環境教育の重要性も認識されつつある。
学校や地域だけでの教育活動のみならず、大学などによる教育支援活動も活発化している。しかし、現
状では、これらの活動が個々の学校や地域にとどまっており、得られた成果の集約が十分ではなく、また、
各学校と大学・研究機関等との連携も十分ではなかった。
　このような状況のもと、2005 年 9月にエネルギー環境教育についての実践的な研究や情報交換を目
的とした「日本エネルギー環境教育学会」が設立され、教育関係者、行政、産業界が一体となり運営
されることとなった。エネルギー環境教育を底上げし、国民のエネルギー問題への関心喚起と理解促進
につなげることを目的としており、研究会の開催や学会誌の発行、エネルギー環境教育にかかわる表彰
制度や資格認定制度の創設、指導教材の開発・標準化などを手がける。同学会の活動により、エネル
ギー環境教育の指導法などの研究活動が活性化し、現場の教員と研究機関研究者との情報交流や意見交
換も活発化することが期待される。
トピックス5　日本エネルギー環境教育学会が設立された
　エネルギー環境教育についての実践的な研究や
情報交換を目的とした「日本エネルギー環境教育
学会」が 2005 年９月に設立された。財団法人社会
経済生産性本部が事務局を引き受け、発起人には、
小・中・高・大学の教員、経済産業省資源エネル
ギー庁・文部科学省などの行政関係者、電気事業
連合会などの電力、ガス・石油の業界団体や電気
新聞など報道機関の代表らが名前を連ねた。教育
関係者、行政、産業界が一体となって同学会を創設、
運営する。エネルギー・環境に関連した教育を底
上げし、国民のエネルギー問題への関心喚起と理
解促進につなげる。
　近年、地球環境問題や石油需給逼迫化を背景に、
温室効果ガスを抑制したり省エネルギーを行った
りするにはどのような技術を用いればよいかなど、
エネルギー・環境に関する諸課題への関心が増す
と同時に、エネルギー環境教育の重要性に対する
認識も広まりつつある。エネルギー基本計画でも、
国は学校教育におけるエネルギー環境教育の充実
を求めており、2002 年度から小中学校では総合学
習の時間が導入され、学校や地域の特色を生かし
た様々なエネルギー環境教育の実践も多く見られ
るようになった。さらに、大学や研究機関、エネ
ルギー産業等もそれぞれの特色やリソース（人材、
情報、施設等）を活用し学校教育への支援活動を
活発化させてきた。
　しかし、現状はこれらの実践や支援活動がそれ
ぞれの学校や地域の中にとどまり、個々の成果を
エネルギー環境教育の基本理念や基本的カリキュ
ラム作りにつなげるという共通理解も得られてこ
なかった。また、本来エネルギー環境教育は、教
育学をはじめ工学、理学、政治学、経済学、歴史
学などの幅広い領域に関わるテーマであるが、現
状では限られた専門分野の研究者による教育、研
究、実践にとどまる傾向が強く、小学校・中学校・
高等学校と大学・研究機関等との連携も不十分と
いう課題があった。
　今回、同学会の設立で、エネルギー環境教育に
関する指導法などの研究活動が活性化し、実際に
現場で授業に携わる教員と大学などの研究機関研
究者との情報交流、意見交換も促進される。加えて、
教育界と行政や産業界との交流も活発化する。具
体的な活動としては、当面、大会、地域別研究大会、
国際会議などの研究会開催や学会誌発行、インタ
ーネットによる情報提供を行う他、エネルギー環
境教育にかかわる表彰制度や資格認定制度の創設、
指導教材の開発・標準化などを手がける。また、
教育手法の研究、指導者の育成についても計画し、
生涯学習に展開する方策や、海外に日本の取り組
みを情報発信することも重視する。さらに、エネ
ルギー環境教育に関する意識調査や教育推進に向
けた提言活動も行っていく。
　今後、事務局は中立性を確保するため社会経済
生産性本部から分離し、独立の機関に改革してい
くことも検討される。これからの同学会の活動は、
エネルギー環境教育の一層の普及浸透につながる
と期待されている。
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　マイクロ化学チップとは、数cm角のガラスなどの基板上に形成した10～ 500μｍの微小な幅の流
路内で、反応、混合、熱交換等の化学操作を行う微小反応装置である。化学反応の空間を小さくすること
で反応界面が増大し、拡散混合・分離および熱伝達を効率化できるため、化学品製造技術の大きな変革
をもたらすものとして期待されている。
　マイクロ化学プロセス技術研究組合の神奈川集中研究所は、8月23日と9月2日にそれぞれ開催さ
れたシンポジウムにおいて、制癌剤の合成にマイクロチップを適用した場合のトータルメリットについて発
表した。試作チップの評価では、通常のバッチ法と比較して、収率は約 2倍、反応時間は約1/4、全
合成の所要時間は約1/80となり、大幅な効率向上が確認された。危険な発熱反応あるいは有害物質
や分解発熱物資の取り扱いの問題も、マイクロ化学チップの特徴である少量の連続処理によりクリアされ
た。本研究はZNEDO 技術開発機構の「マイクロ分析・生産システムプロジェクト」として実施された
ものである。
トピックス6　マイクロ化学チップを使った高効率医薬品合成技術
　マイクロ化学システムとは、化学反応の空間を
小さくすることによって、反応界面の増大や拡散
混合・分離および熱伝達の効率化等により化学品
製造技術に大きな変革をもたらすものとして期待
されている。マイクロ化学システムは、現在のと
ころ、従来の大掛かりな化学反応装置を数～数十
cm角にまで微小化したマイクロプラントと、さら
に微細化してチップ上で反応を起こさせるマイク
ロ化学チップの二つのタイプに分かれている１）。
　マイクロ化学チップは、数 cm角のガラス、プラ
スチックなどの基板上に、10～ 500μmの幅をも
つ流路を形成し、化学反応、混合、熱交換等の化
学操作を行う微小反応装置である２）。この技術は、
従来から行われている化学品の大量生産とは異な
り、逐次高効率反応処理による少量・多品種・高
付加価値製品の適量生産、臨床検査、環境物質分
析装置等を目的としている。
　マイクロ化学プロセス技術研究組合の神奈川集
中研究所は譛神奈川科学技術アカデミー（KAST）
などが主催するシンポジウム「マイクロ化学チッ
プ研究開発の全容」（８月 23日開催）と、日本分
析機器工業会（JAIMA）の主催するシンポジウム「マ
イクロ分析チップ実用化へのファイナルカウント
ダウン」（９月２日開催）において、『マイクロチ
ップ医薬品合成システム』と題して、制癌剤ラニ
ムスチン①の全合成をモデルとして、複数の反応と
分離精製をマイクロ化学チップで行ったシステム
の試作とそのトータルメリットについて発表した
（図参照）。合成プロセスは反応と分離精製から成る。
反応は、マイクロチャネル流路の幅 300μm、深さ
100μm、流路の長さ１ｍのマイクロ流路内で行わ
れる。この反応工程には危険な発熱反応が含まれ
ており、また、有害物質や分解発熱物質の扱いも
含まれているが、マイクロ化学チップの特徴であ
る少量の連続処理により、これらの問題はクリア
されている。また、分離精製工程は、固液分離・乾燥・
溶媒交換・ろ過等の８つの工程と５つの濃縮工程
を含んでいる。マイクロ化学チップの試作品を評
価した結果、通常のバッチ法（回分法）と比較し
て、収率は約２倍、反応時間は約 1/4、全合成の所
要時間は約 1/80 となり、大幅な効率向上が確認さ
れた。生産量の問題は、チップ数を増やすこと（ナ
ンバリングアップ）により解決できると考えられ、
今後の展開が期待される。
　この技術はCNEDO技術開発機構の「マイク
ロ分析・生産システムプロジェクト」（マイクロチ
ップ グループリーダー：北森 武彦 東京大学教授）
にて実施されたものである。
マイクロ化学チップの写真と流路断面図
① ラニムスチン：米国で開発された水溶性のアルキル化剤
で、癌細胞のDNAをアルキル化して癌細胞の成長を阻
害する。
参考： 1）科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析 (NISTEP REPORT No.89)
 2）科学技術動向、2001年 11月号、トピックス「高集積化されたマイクロ化学システム」
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 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　中国は長年にわたって宇宙育種、すなわち、宇宙での品種改良を行ってきた。現在、中国は世界で唯
一の宇宙育種を行っている国家であり、経済作物を宇宙育種するというビジネスが始まっている。特に、
中国の食糧の半分を担う重要な作物である水稲については、地上で得られたハイブリッド水稲の種子を宇
宙飛行させることで、宇宙放射線や微小重力などの宇宙特有の要因が総合的に作用して、地上では実現
が難しい有益な突然変異を誘発できたという。このようにして得られた水稲は、多収穫で、伝染病に強く、
食味も良好で、「スーパーハイブリッド水稲」と呼ばれており、今後の推移が注目される。突然変異誘
発のメカニズムはまだ完全には解明されていないが、宇宙育種により実際に単収量が増大するとすれば、
その成果は食糧問題解決に寄与するものと期待されている。
トピックス7　収穫量が大幅に増加するスーパーハイブリッド水稲
　中国は 2005 年８月に、長征 2C型ロケットによ
り甘粛省の酒泉衛星発射センターから回収式衛星
（FSW）を２機続けて打ち上げた。８月２日に打ち
上げたFSW 21 号は同月 29日午前に回収され、同
日午後にFSW 22 号が打ち上げられた。FSW 22
号は９月 16日に回収された。FSW 21 号には個人
農業家が商業的に契約したハスの種子が搭載され、
中国において宇宙育種、すなわち宇宙における品
種改良がビジネスとして始まったところである。
回収式衛星により、1987 年以来 1,000 種類以上の
作物の宇宙育種実験が行われており、そのうち 500
種以上で有益な変異が見られたという。中国は現
在、世界で唯一の宇宙育種実施国であり、回収式
衛星を発展させて宇宙育種専用衛星を開発する動
きもある。
　品種改良の手段としては、淘汰法や遺伝子組換
え、突然変異誘発などの方法がある。作物の中で、
中国が最も重視しているのは水稲である。コメは
中国の食糧全体の約半分を担っている。水稲栽培
面積は、中国全土の耕地の３分の１余りであるが、
近年北部の水資源不足や南部の工業化の進展など
により減少傾向にある。ところが、水稲の品種改
良により単位面積あたりの収穫量（単収量）が増
大したため、米の生産量は逆に増加傾向にある。
　1990 年代後半、中国では農業科学院の袁隆平博
士が育成した「ハイブリッド水稲」（雑交水稲）の
全国的導入により、コメの収穫量が増加した。袁
博士はこの業績により日本の団体やイスラエルな
どからも表彰された。
　ハイブリッド水稲とは、雑種強勢を利用して常
に雑種１代目を生育させて生産された水稲のこと
である。雑種２代目はメンデルの法則により性質
が大きくばらつくため、大規模な農作には適さな
い。袁博士はハイブリッド水稲の普及に努める一
方、一層の品種改良のために「宇宙での突然変異
による育種（space-flight mutation breeding）」を
試みた。その結果、飛躍的な収量増加をもたらす
可能性のある新品種が宇宙育種で得られたという。
回収式衛星による宇宙育種の研究の結果、水稲は
宇宙環境において有益な突然変異を誘発するのに
最も適した作物の一つであるともいわれている。
　袁博士によれば、ハイブリッド水稲を回収式衛
星に搭載し、宇宙環境の微小重力や放射線などを
利用して突然変異を誘発すると、地上に回収して
作付けしたときに、良い変異と悪い変異が半々く
らいに現われるという。その中で収穫量が多く、
伝染病に強く、食味も良好なものを選んで育成す
ることで、優れた遺伝子型の新品種が短期間で得
られた。このようにして得られた新品種は、「スー
パーハイブリッド水稲」（超級雑交水稲）と呼ばれ
ている。最近の宇宙育種水稲の新品種である「Ⅱ
優航１号」と「特優航１号」は、2005 年６月に全
国普及品種となった。水稲耕作面積の４割を占め
るといわれるハイブリッド水稲作付け農地が、今
後徐々にスーパーハイブリッド水稲に置き換えら
れていくと見られる。今回の新品種の単収量は１
ヘクタール当たり 13,500 キログラム以上になると
いう。既存のハイブリッド水稲と比較すると、約
2.5 倍に相当する。「Ⅱ優航２号」など単収量がさ
らに優れた品種の研究も進められている。
　宇宙環境において植物の遺伝子に突然変異が誘
発されやすくなる要因について、袁博士は宇宙放
射線や微小重力など複雑な宇宙環境の総合作用に
よると述べている。突然変異誘発のメカニズムは、
分子生物学、細胞学などの観点からさまざまな研
究が行われている。しかし、まだ完全には解明さ
れていないため、宇宙育種について世界的な学会
や雑誌で発表されたことはない。
　宇宙における突然変異誘発のメカニズムの解明
は困難であるとしても、宇宙育種により実際に単
収量が増大するとすれば、その成果は食糧問題解
決に寄与するものと期待されている。
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2005年ノーベル賞　自然科学3部門の受賞者決まる
1．自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
盧 生理学・医学賞
Barry J. Marshall（豪） ：西オーストラリア大学
J. Robin Warren（豪） ：病理医学者
受賞理由
「ヘリコバクター・ピロリ菌の発見および胃炎や消化性潰瘍の原因菌であることを解明」
　従来、胃炎や消化性潰瘍は、ストレスや生活習慣が主な原因である慢性疾患と考えられてい
た。消化性潰瘍に対する治療法としては胃酸の分泌の阻害薬が使用されてきたが、一度治癒し
ても高頻度で再発していた。
　Warren氏は、患者の胃の下部に曲がった形の小さい細菌が生息していることを発見し、こ
れに興味を持ったMarshall 氏はWarren氏と共同で患者100人からバイオプシーを行って組織
を採取し、1982年に胃の中に棲む未知の細菌の培養に成功した。この成果は 1984年の Lancet
誌に「胃炎や消化性潰瘍患者の胃の中に存在する未知の細菌（Unidentified curved bacilli in 
the stomach of patients with gastritis and peptic ulceration）」として発表された（Lancet, 1984, 
1（8390）：1311‐1315）。
　その後、この細菌はヘリコバクター・ピロリと命名され、現在、人の胃に生息する唯一の細
菌として知られている。胃の中は強酸性のため通常細菌は生存できないが、ピロリ菌はウレア
ーゼ酵素の生産により酸性度を下げて周囲を増殖に適した環境に変えている。この性質により
ピロリ菌は胃に感染することができ、胃粘膜に炎症を起こして消化性潰瘍などを発症させるこ
とが明らかにされた。
　さらに両者は、治療としてピロリ菌の除去を行い、その結果消化性潰瘍が治癒することを報
告した。この結果、抗生物質と胃酸分泌阻害剤の併用で消化性潰瘍が治療できるようになった。
　現在では、消化性潰瘍の 80％以上はピロリ菌が原因で発症していると考えられ、また、近
年は胃がんとピロリ菌との関係が示唆されるなど、本研究の成果は社会的に大きく貢献するも
のである。
　2005年のノーベル賞自然科学３部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受
賞者が決まった。10月３日にスウェーデン　カロリンスカ研究所より生理学・医学
賞が、同国王立アカデミーから４日に物理学賞、５日に化学賞が発表された。以下
に３部門の受賞者と受賞理由について紹介する。
特別記事
2005年ノーベル賞
自然科学 3部門の受賞者決まる
　なお、今回の生理学・医学賞ならびに化学賞の対象となった研究は、本誌・連載
記事として報告した「急速に発展しつつある研究領域調査」においても、最近の発展
領域として検出されている（P.48参照）。
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盪 物理学賞
Roy J. Glauber（米） ：ハーバード大学
John L. Hall（米） ：コロラド大学、国立標準技術研究所
Theodor W. Hänsch（独） ：マックスプランク研究所、ルードビッヒ・マクシミラン大学
受賞理由
「光の干渉性の量子論」および「レーザを使った精密分光」に対して
　1905 年にアインシュタインが光量子説を提唱してから、波及び粒子としての性質を持つ光
の二重性が認識されるようになった。この奇跡の年から 100年目となる今年の物理学賞は、光
についての２つの研究「光の干渉性の量子論」および「レーザを使った精密分光」に対して贈
られることとなった。
　Glauber 氏は、量子電磁気学を用いて光の性質を理論的に研究し、1963年に光の干渉を電磁
場の量子化を用いて記述する方法を見出した。これは、近年進展を見せている量子光学と呼ば
れる分野の先駆けとなる基礎理論である。将来、量子光学の発展は、量子通信や量子コンピュ
ータの実現に貢献すると期待されている。
　一方、Hall 氏および Hänsch氏は、レーザを使った精密分光における先駆的な研究を行なった。
その代表的な技術である光周波数コム（櫛）という技術は、モードロックレーザと呼ばれる超
短パルスレーザー（種々の波長の波が重なり合った波束）を周波数に対してフーリエ変換する
ことで、一定の周波数間隔で発振している多数の連続波レーザの集合体を得るものである。そ
の形状から光周波数のコム（櫛）と呼ばれ、光周波数の物差しの目盛りとしての利用が可能で
あることから、種々の分野で応用が進んでいる。また、本技術を用いることにより 1,018HZの
周波数まで正確に計測することが可能と考えられており、GPSの精度向上などの社会的な応用、
新しい時間標準設定のような基盤技術としての応用、反物質と物質の研究のような物理学への
展開なども期待されている。
蘯 化学賞
Yves Chauvin（仏） ：フランス石油研究所
Robert H. Grubbs（米） ：カリフォルニア工科大学
Richard R. Schrock（米） ：マサチューセッツ工科大学
受賞理由
「有機合成におけるメタセシス反応の開発」に対して
　有機化合物は医薬品、各種材料などとして、現在世界中で多量に使用されている。有機化合
物を合成する際には通常各種反応が利用されるがメタセシス反応は、炭素‐炭素二重結合を有
する化合物が分子間で結合の組み替えを行うもので、重要な有機合成反応となっている。また、
メタセシス反応を進行させるには触媒が必須である。例としてプロピレンのメタセシス反応を
以下に示す（Rはメチル基）。
　Chauvin 氏はこのメタセシス反応の機構を解明し触媒の役割を明らかにした。またGrubbs、
Schrock両氏はメタセシス反応に使用する触媒を検討し、反応の選択性が高いなどの特徴を有
する効率的な触媒を開発し、このことにより本反応の応用範囲が拡大した。これらの触媒は医
薬品などの合成にも広く使用されている。
参考文献：ノーベル賞ホームページ、http://nobelprize.org/
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情報通信分野における特許の活用：ライセンスして市場をリードする
1   特許侵害紛争の頻発蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
科学技術動向研究
情報通信分野における特許の活用
̶ライセンスして市場をリードする̶
山田　　肇
客員研究官
　政府は 2003 年から知的財産推
進計画を推進している。この計画
は「知的財産を有効に活用して国
富を増大させるためには、研究開
発部門やコンテンツの制作現場に
おいて質の高い知的財産を生み出
し、それを迅速に権利として保護
し、そして産業界においてその付
加価値を最大化させていくことが
求められる」との考え方に基づい
ている１）。この知的財産計画は知
的財産の創造、保護、活用の重要
性を説いているが、本稿は活用に
関わるものである。
　知的財産計画が始まって以来、
知的財産権、特に特許の保護に
対する意識が強まっていく。日経
四紙で調べると「特許侵害」に
関わる記事数は 03 年までは年間
100 件前後で推移していた。これ
が 04 年には 205 件と倍増し、特
許侵害紛争が頻発する状況とな
っている。
　同時に興味深い現象が見られ
る。「クロスライセンス（相互実
施許諾）」をキーワードとする記
事数も 04年に 64件と、それまで
に比べて倍増したことである。大
画面薄型テレビとして市場を拡大
しているプラズマパネルの場合、
04年４月に富士通が韓国サムソン
を特許侵害で提訴。直ちにサムソ
ンが富士通を逆提訴。それが６月
には和解し、クロスライセンス契
約が締結された。11月には松下電
器産業が韓国LG電子を特許侵害
で提訴。LG電子は韓国で松下を
提訴して対抗。これも 05年４月
にクロスライセンスで決着した。
　特許侵害を理由にした提訴は、
権利者による独占的な実施という
特許制度の根幹に基づくものであ
る。しかしプラズマパネルではそ
の権利は追求されず、相互にライ
センスしあうことで早期の決着が
図られた。情報通信、電機・電子
といった産業分野では、特許は独
占的に実施されるよりも他社へラ
イセンスされることが多い２）。実
際、クロスライセンスの記事に
はステッパー（半導体製造装置）、
フラッシュメモリ、CPU、光ディ
スク、青色LED、プラズマパネル、
デジタルカメラと、この産業分野
の製品名が並ぶ。それはどうして
なのか。
　公正取引委員会は 05年６月末
に、「標準化活動とパテントプー
ルに関するガイドライン」を発表
した３）。販売価格等の取決め、競
合規格の排除、規格の範囲の不当
な拡張などに結びつかない限り、
独占禁止法上、標準化活動は直ち
に問題となるものではないと、そ
れには書かれている。なぜ公正取
引委員会は、この時期にガイドラ
インを発表したのだろう。
2   アンチコモンズの悲劇 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　研究開発の成果は企業内に蓄
積されていく。成果物は企業内
に秘匿されるノウハウと、社外
に露出する論文や特許に二分さ
れる。図表１で下は「技術領域」
面を示し、各社の技術のうち、論
文や特許は饅頭の皮のような位置
にあるように描かれている。この
研究開発成果から新製品が生まれ
る。それが上の「製品領域」面に
書いてある。各社の新製品は企業
が蓄積した技術を反映するものに
なるはずである。
　消費者がもっとも選択する製品
を提供した企業に利益がもたらさ
れる。市場で評価をされなければ
蓄積した技術は無駄になる。Ａ社
の製品がヒットすれば、Ａ社が蓄
積した技術には価値が生まれる。
これに対して、敗者となったＢ社
は三つの問題を抱えることにな
る。ひとつは蓄積した技術が有効
に活用されないこと。第二は、市
場の要求に応じるために追加的な
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
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研究開発を必要とすること。第三
に、Ａ社に類似した技術の後追い
開発を強いられるがＡ社の特許は
迂回しなければならないこと。独
占権としての特許はこうしてＡ社
を守る。
　Ａ社とＢ社は、図表１では、互
いにまったく重複しないように研
究開発を進めていることになって
いる。これは現実的ではない。ど
の企業も市場の動向に注意してい
る。また、製品のモジュール化が
進んでいればモジュール間を接
続していくために同じ技術を使
用する必要がある。こうして研究
開発のターゲットも重複するよう
になる。
　改めて、この状況を書いたのが
図表２である。この図表でＡ、Ｂ、
Ｃ三社のノウハウには領域的に重
複がある。各社それぞれ独自に研
究開発を進めたが、偶然に同じノ
ウハウを発見し、蓄積した結果で
ある。三社が出願する特許は個別
に審査され、権利に重複は許され
ないので各社の特許は技術領域上
での位置が分かれている。論文も
新規性が問われるので同様に図表
２上で位置が分かれている。
　このような状況下で、新製品を
作るのにＡ、Ｂ、Ｃ三社の技術が
全部必要になったとしよう。一社
でも特許を独占的に実施したいと
言い出せば蓄積した技術全部が無
駄になる。これを「アンチコモン
ズの悲劇」と呼ぶ。共有地を勝手
に利用しすぎた結果、収穫が失わ
れることを経済学で「コモンズの
悲劇」という。これに対してアン
チコモンズの悲劇は、ひとつの私
有地に対して多くの者が権利を主
張した結果、そこが利用できなく
なってしまう状況である。
　特許庁は 05年３月にプラズマ
パネルに関する特許出願動向の
調査報告書を発表した４）。プラズ
マパネルに関する特許庁への出願
は、出願人国籍で分類した場合、
日本と韓国が二分しているとい
う。1998 年と 99 年が出願の第一
次ピークで、この時期に日本は約
700 件を、韓国は約 400 件を出願
した。その後 02年から再び増加
に転じ「当面は日本国籍出願人と
韓国籍出願人との激しいつばぜり
合いが続くことが予想される」と
いう。出願競争が続くと、自社の
特許だけで製品を作ることは、ど
んどんむずかしくなっていく。
　まもなくデジタルテレビ放送
を携帯電話で見られるようにな
る。そこには映像符号化技術と
して ITU‐Tで国際標準化された
H.264 が用いられる。ITU‐Tで
これに関係する特許の権利者から
申し出を受け付けたところ、169
件の申し出があった。
　プレイヤーやディスクなどDVD
関連製品を製造するためには、各
社特許のライセンスを受ける必要
がある。ライセンスの一括処理の
ために、DVD6Cライセンシング・
エージェンシ（以下、DVD6C）
と呼ばれるパテントプールが組織
されている（「４．パテントプール」
で詳しく説明する）。参加企業は
東芝、日立、松下電器産業、三菱
電機、タイム・ワーナー、ビクター、
IBM、三洋電機、シャープの９社。
DVD6Cには 760 件の特許が集め
られている。
　情報通信分野では世界規模で多
くの企業が並行的に研究開発を進
めている。研究テーマは重複して
いるので、同レベルの研究者によ
図表１　技術領域と製品領域での各社の相対的な位置
 （模式図）
著者作成
図表２　類似する研究開発を各社が実施した場合の
 技術領域における関係（模式図）
著者作成
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って発明がなされる結果、多数の
企業によって多数の特許が分割し
て保有される。しかも多く特許を
使用した多くの部品やサブシステ
ムを統合したものが製品・サービ
スになるという特徴がある。この
結果、アンチコモンズの悲劇の状
況が生まれやすい。
　アンチコモンズの悲劇を解消す
るためには特許を相互にライセン
スするしかない。独占権としての
特許という制度の根幹は、こうし
て否定されるようになる。国際標
準化活動もパテントプールもアン
チコモンズの悲劇の解消を目的と
した活動であって、後述するよう
に特許のライセンスが活動の前提
となっている。
3   国際標準化活動と特許 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　国際標準化活動には、政府が
関与する公的な活動と、企業が
自主的に進めるフォーラム活動
の二種類がある。前者の代表例は
ISO、IEC、ITUである。一方、フ
ォーラム活動は先進国企業が有
志を募って進める任意の活動であ
る。いずれの場合も標準の決定に
は民主的なプロセスが取られ、誰
でもが活用できるように成果は公
開される。
　DVDの国際標準化はDVDフォ
ーラムが推進してきた。無線LAN
は IEEEの中にある 802 委員会が
担当している。インターネットの
国際標準化は IETFが責任を持っ
ている。情報通信分野に限っても、
図表３に列挙されるフォーラムが
存在する。いかにこの分野での活
動が活発かわかるだろう。
　公的標準化活動もフォーラム
も、自らが定める標準に特許が
関係した場合の取り扱いについて
規定を持っている。どの団体も規
定はほぼ同一である。アメリカの
ANSIが 85年に最初に定め、その
後、ITUで継続的に検討してきた
規定が模倣されているのである。
　この規定は、要約すると図表４
のようなものである。標準に特許
が関係した場合には、特許権者は
非差別的にライセンスする。そこ
には独占権はない。実はそれどこ
ろではない。「保有している特許
をすべて非差別的にライセンスす
る」と国際標準化団体を通じて表
明している企業すらあるのだ。
　ITUの内部組織で有線通信の標
準化を担当している ITU‐Tは、
特許権者による宣言をデータベー
スとして公開している５）。2005年
８月 10日現在、「無償で非差別的
な実施許諾」の宣言が 95件、「有
償で合理的な条件での非差別的な
実施許諾」が1,308件となっている。
また「保有している特許をすべて
非差別的にライセンスする」との
宣言は26社から提出されている。
図表３　情報通信分野のフォーラム活動一覧
1394TA ADSL AIM AMIC ASN.1
ATMF BCDF Bluetooth Cable Modems CBOP
CDG CIDf CELF CommerceNet CTFJ
DECT Forum DHF DHWG DOPG DSLF
ECHONET ECOM EDIFICE EIDX EJF
ELC EMA EMF ENUM、ERTICO FCIA
FIPA FSAN GGF GlobalPlatform GSA
GSM Association H2GF HAVi HomePNA ICANN
IDB Forum IDF IMTC IPv6 IrDA
ISC ISOC ITS America ITS Forum ITS UK
JPNIC ENUM JICSAP JIF、JIPPA LAP LONMARK
M4IF MBA MCPC MEF MeT
MITF MOPASS MPLS Forum MSF OASIS
OGC OIF OMA OMG OSDL
OSGi PCCA PCISIG PCMCIA PHS MoU
PICMG POF RPRA Salutation SCA
SDR SSIPG STA T-E TMForum
TOG TVAnytime Forum UbiqNet UMTS UpnP
USBIF W3C、Web 3D WfMC WiMAX WiMedia
WS-I ZigBee
（社）情報通信技術委員会調べ
図表４　国際標準化団体における特許の取り扱いに関する典型的な規定
蘆 標準案に関連する特許の有無を活動への参加企業に照会し、特許権者が「無償で非差別
的な実施許諾」、あるいは「有償で合理的な条件での非差別的な実施許諾」を宣言した場
合には標準と認める。
蘆特許権者が「それ以外の条件を付加して宣言した場合」には標準化を断念する
著者作成
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　ひとつの国際標準に何社もの
特許が関係するという事態が起
こる。この標準を製品に組み込も
うとする企業はすべての特許権者
からライセンスを受ける必要が
ある。この手続きを簡略化し、す
べての特許権者の合計として合理
的なロイヤルティを設定するため
に、特許権者がグループを作るこ
とがある。これがパテントプール
である。
４‐１
MPEG2
　しばしば例示されるのが、映像
符号化標準のMPEG2に関するも
のである。97年、コロンビア大学、
富士通、ゼネラル・インスツルメ
ント、ルーセント、松下電器産業、
三菱電機、フィリップス、サイエ
ンティフィック・アトランタ、ソ
ニーの各社がMPEG2のパテント
プールを形成した。関係する特
許は独立した代理人にゆだねられ
た。代理人はライセンスの事務を
実行し、ロイヤルティを徴収する。
ロイヤルティはパテントプールに
参加した企業に配分される。
　このパテントプールは、組織
化の前に、反トラスト法（アメリ
カの独占禁止法）に違反しないこ
とについて連邦政府に確認を求め
た。これに対して司法省は、必須
特許だけを非差別的にライセンス
し、かつ価格協定等が存在しない
限り、このパテントプールは反ト
ラスト法に違反しないとの確認文
書を出した。こうして、パテント
プールという形式が司法省に公認
された。
４‐２
DVD
　DVDはDVDフォーラムで国際
標準化された。このDVDに関し
て、99年に設立されたパテントプ
ールがDVD6C である。DVD6C
はロイヤルティに関する基本的
な情報を公開している。たとえ
ばDVDビデオプレイヤーの場合、
純販売額の４％か３ドル（いずれ
も一台あたり）のいずれか高いほ
うの金額を支払う。またDVDビ
デオディスク一枚につき 4.5 セン
トの支払いが求められる。
　このDVD6Cの管理する特許以
外に、フィリップス、パイオニア、
ソニーの所有する必須特許があ
る。この三社はDVD3Cというパ
テントプールを形成している。後
発企業がDVD市場に参入しよう
とすると、二つのパテントプール
から許諾を受ける必要がある。一
方、DVD6C 参加企業とDVD3C
参加企業は相互にライセンスし
て、市場参入を認め合っている。
４‐３
第三世代携帯電話
　第三世代携帯電話の国際標準に
は膨大な特許が関係している。総
務省が総合科学技術会議知的財産
戦略専門調査会に提出した資料６）
には、第三世代携帯電話を実現す
る二大技術であるW‐CDMAと
cdma2000 について、必須特許宣
言がそれぞれ 352件と 235件提出
されているとの記述がある。ちな
みにW‐CDMAの場合、日本か
らの宣言は 117件で、アメリカの
102件、ヨーロッパの 68件を超え
ているという。
　このように膨大な特許のライセ
ンスを取り扱うために、02年に
3Gパテントプラットフォーム（以
下3G3P）が組織された。これもパ
テントプールの一種である。3G3P
の中にはW‐CDMAや cdma2000
といった技術ごとにグループが
組まれ、ライセンスが実施される
ようになっている。しかし、この
3G3Pには第三世代携帯電話に関
する最大の特許権者であるクアル
コムが参加していない。このため
3G3Pに対する評価は低い。
４‐４
パテントプールへの躊躇
　パテントプールの実例は実は少
ない。これはパテントプールの形
成にコストがかかるためである。
特許が必須かどうかの判断には第
三者の立場に立つ専門家を必要と
し、それを実施するには多額の経
費を要する。期待ロイヤルティ収
入に比べてコストがかかり過ぎる
と思われるときには、企業はパテ
ントプールの形成を躊躇する。
4   パテントプール蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
5   独占禁止法との関係蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　公正取引委員会は 05年６月末
に、「標準化活動とパテントプー
ルに関するガイドライン」を発表
した。このような包括的なガイド
ラインは世界でも類がない、先進
的なものである。このガイドライ
ンは「標準化活動は直ちに問題と
なるものではない」とした上で「標
準化活動に参加し、自らが特許権
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
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を有する技術が規格に取り込まれ
るように積極的に働きかけていた
特許権者が、規格が策定され、広
く普及した後にライセンスを合理
的な理由なく拒絶することは独占
禁止法上問題となる」の考え方が
示されている。それゆえ「３．標
準化活動と知的財産権」で説明
した取り扱い規定を守っている限
り、独占禁止法上の問題には問わ
れないと解釈できる。
　また「パテントプールに含まれ
る特許が、規格の機能・効用を実
現するために必須な特許のみの場
合は、特許間の競争が制限される
おそれはなく、問題とならない」
という考え方が示されている。こ
れは「４．パテントプール」で説
明したアメリカ司法省と同様の判
断である。
　さらに「標準化活動の参加者が、
規格に係る特許はパテントプール
を通じてライセンスするよう事前
に取り決めることは、対象が必須
特許に限られ、ほかに自由な利用
が妨げられないなどの場合には、
通常は独占禁止法上問題とならな
い」という積極的な考え方が表明
されていることは興味深い。知的
財産推進計画の最新2005年度版７）
には「パテントプールの形成・運
用には独占禁止法上の問題が発生
する可能性があることから、これ
についての独占禁止法上の指針に
ついて 2005 年度中に取りまとめ
る」との公正取引委員会への指示
が書かれているが、ガイドライン
はこれに答えるものとなってい
る。なお、ガイドラインには九つ
の例示が付いて、利用者の理解に
資する親切な構成になっている。
6   ライセンスへのインセンティブ蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　なぜ企業はライセンスするのか。
それは「２．アンチコモンズの悲劇」
で説明したようにライセンスしな
ければビジネスにならないからで
ある。しかし、それだけではない。
そこには、短期的には経済的利益
への期待があり、長期的には市場
動向を左右し、優位を継続すると
いう戦略的な価値がある。
６‐１
ライセンスの短期的価値
盧ロイヤルティ収入への期待
　Ａ、Ｂ、Ｃ三社の特許によって
製品ができるとしよう。Ａ社はＢ
社とＣ社に自社特許をライセンス
し、交換に両社からライセンスを
受ける。三社間でロイヤルティを
支払い合ったとしても、それは互
いに相殺される。つまり、三社に
とっては、他社の特許が無料で実
施できたことになる。この様子を
図表５に示す。
　自社で特許を持てば、それと交
換で他社特許が実施できる。図表
５の場合には、一つの特許を差し
出して、合計三つの特許を利用し
た勘定になる。これには、研究開
発効率が三倍となったことに相当
する、経済的な価値がある。
　これに対して、特許を持たな
いＤ社等は三社に１％ずつロイヤ
ルティを支払っている。「一つの
ドライブにDVDと CDの両方を
かけたい」というような市場から
の要求は日常的なことだが、それ
に応えようとすると、両方に対し
てロイヤリティの支払いが発生す
る。こうして原価は累積的に増加
し、市場競争で不利になる。
　Ｄ社等からのロイヤルティは
Ａ、Ｂ、Ｃ三社に配分される。こ
の総額は想像以上に大きい。光デ
ィスク装置の場合、2004年の世界
市場規模は２億 4,351 万台と、電
子情報技術産業協会から発表され
ている８）。これにはCDも含まれ
ているが、仮に半分をDVDだと
見なし、一台について３ドルのロ
イヤルティを徴収したとすれば、
その総額はおよそ 400億円に達す
る。日本記録メディア工業会の発
表によると、記録型DVDメディ
アの 2005 年市場規模は 24億枚と
予想されるという９）。これに 4.5
セント／枚をかけると、120 億円
になる。合計 520 億円がDVD6C
参加企業に配分される。これらの
企業は、一社平均 50億円以上と
いう収入を得られるのだ。
盪特許侵害立証の容易性
　特許侵害を立証するには、疑わ
れた側は否定するので、証拠集め
から法定費用までに莫大な経費が
かかる。これに対してDVDの場
合には、国際標準に準拠している
製品を販売する各社は、特許の実
施を否定できないので、ロイヤル
ティを支払うしかない。標準の実
図表５　製品を販売するのに必要な実質的な
 ロイヤルティ（模式図）
A B C
A ０％ ０％ ０％
B ０％ ０％ ０％
C ０％ ０％ ０％
D等、特許を持たない多くの企業 １％ １％ １％
受け取り側
支払い側
著者作成
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施に必須の特許を持つ各社は侵害
訴訟を最後まで戦うことなく、こ
のように巨額の収入を手にでき
る。これはきわめて効率的である。
６‐２
ライセンスの戦略的価値
盧 互換性・相互接続性と
　ネットワークの外部性
　MPEG2、DVD、第三世代携帯
電話に共通するのは、機器間ある
いは機器とソフトの間の互換性・
相互接続性が問われることであ
る。無線LANやインターネット
でも同様である。
　機器やソフトが相互に接続され
情報がやり取りされて、はじめて
その技術に価値を見出すことがで
きる。関連する機器・ソフトを一
社が独占的に供給できない以上、
他社と技術仕様を共通にしようと
動かざるを得ない。それが情報通
信、電機・電子といった分野で国
際標準化活動が活発な根本的な理
由である。
　互換性が保証されて市場は拡大
する。プレイヤーごとにかけられ
るソフトが違っていたらDVDの
市場は成長しなかっただろう。無
線 LAN に は 802.11a/11b/11g と
異なる規格が存在するが、購入時
に消費者が選択する必要はない。
機器が異なる規格を自動的にサポ
ートするので、無線LANの市場
は拡大を続けている。
　このように、機器やソフトの数
が増えることによって、利用者の
利便が非線形に増加していく性質
をネットワークの外部性という。
特許を独占的に使用するかわり市
場を小さく止めるか、ネットワー
クの外部性に基づく市場の拡大を
求め他社に特許をライセンスする
か、という選択に特許権者は直面
する。そして、普通はライセンス
の道が選択される。
盪他社の研究開発意欲の抑制
　「２．アンチコモンズの悲劇」
で説明したように、市場で評価さ
れているＡ社の技術が特許で守
られていれば、追随するＢ社はＡ
社の特許を迂回しなければなら
ない。しかし迂回のために研究開
発した結果Ａ社を上回る魅力的
な製品ができれば、それで逆転す
ることができる。Ａ社は、逆転の
リスクをできる限り小さくし、長
期的にリーダ企業の地位を維持し
ようという戦略を取らなければな
らない。
　Ｂ社の研究開発意欲を殺ぐ方法
のひとつが特許のライセンスを約
束することである。迂回開発の必
要はないとＢ社を安心させる。こ
のような企業関係を作り出した上
で、Ａ社は常に新製品を先行して
市場に投入し、その後でＢ社に代
替的な製品を出荷させる。これを
続ければ、Ｂ社は、Ａ社にとって
「よき追随者」になる。
　IBM、シスコ・システムズ、マ
イクロソフトといったアメリカ
企業は、自社が保有する特許は非
差別的に誰にでもライセンスする
と、その意思を明らかにしている。
マイクロソフトは、最近、多くの
日本企業とクロスライセンス契約
を締結し始めた。これはいずれも、
他社をよき追随者にするための戦
略と解釈できる。
　わが国企業も同様の戦略を取っ
ている。中国のDVDプレイヤー
メーカーに対して、日本企業が主
体 の DVD6C と DVD3C は 02 年
にライセンスを契約した。これを、
中国メーカーを追随者にして利益
を確保する仕組みとみなすことも
できよう。
　情報通信、電機・電子といった
産業分野では製品の世代交代が早
い。先行者は市場でブランドネー
ムを確立するので、製品投入に出
遅れた他社は成功がむずかしい。
他社に特許をライセンスするとい
う、利敵ともみえる行為によって、
企業は先行者利益を享受する時間
差を稼ぐことができるのである。
7   アウトサイダー問題への対応 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　製品が普及した後に、ロイヤ
ルティの支払いを求めて、国際標
準化活動に参加していなかった企
業あるいは個人が特許侵害を訴え
る場合がある。これがアウトサイ
ダー問題である。ただし、アウト
サイダーは製造・販売の差し止め
を最後まで求めるわけではない。
「６．ライセンスへのインセンテ
ィブ」で説明した経済的な利益が、
アウトサイダーにとってもインセ
ンティブになるからだ。
　国際標準化活動を推進している
段階で関連特許をすべて調査でき
ればよいのだが、特許が各国に分
かれた制度である限り、実際には
不可能と言わざるを得ない。この
ために、アウトサイダー問題は確
率的に発生し続ける。どう対応す
るのが適切なのだろうか。
　できる限り多くの参加者を国際
標準化活動に集めることで、網か
らもれる特許を少なくするのが最
大の対策である。
　多数のフォーラム活動が並行
的に行われており、かつ市場で競
合する代替技術がそれぞれ別のフ
ォーラムで国際標準化されている
という状況では、フォーラムに多
数の参加者を集めるのはむずかし
い。このような状況を解消し多数
を組織化していく政治的な能力
が、市場をリードしている企業に
要求される。MPEG標準化の関係
者にヒアリングしたところ「アウ
トサイダーが出現したときには、
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アウトサイダーの特許を無効にで
きないか参加者の間で検討する」
という積極的な対応を取っている
との説明を受けた。映像符号化の
リーダ企業がMPEGに多く集ま
り、活動を継続しているからこそ
のことである。特許を多数集積し
ておけば、アウトサイダーの特許
の価値は薄れ、交渉は有利になっ
ていく。
　多数が参加するフォーラムを組
織化するには政治力が必要であ
る。その分野の有力企業と世界
的レベルでよくネゴシエーション
を行い、自社技術の根幹に触れな
いところでは相手企業の技術を大
胆に採用し、またDVDのような
場合にはコンテンツ提供側の支持
を獲得しておくといった事前交渉
を進める必要がある。フォーラム
組織化後も会合を招請したり議長
を務めるといった努力が不可欠で
ある。
　アウトサイダーにも特許法に
守られた権利がある。合理的な条
件でのロイヤルティ要求を阻むの
はむずかしい。公正取引委員会の
ガイドラインでは「標準化活動に
参加していない事業者が当該活動
により策定された規格について特
許を有していた場合に、規格を採
用する事業者に対して当該特許を
ライセンスすることを拒否したと
しても通常は独占禁止法上問題と
なるものではない」と書かれてい
る。拒否すら問題とならないのな
ら、対価請求を問題にはできない
のだ。
　通常、アウトサイダーは機器・
ソフトの製造・販売（特許の自己
実施）を行っていない。だからこ
そ目に触れにくく突然出現する。
自己で実施するのであれば、そこ
からの利益とロイヤルティという
二つの利益を得ることができる。
アウトサイダーには後者の利益し
かないので要求するロイヤルティ
率が高い。産学間の共同研究では
「学」は特許を実施しない。この
ような場合に、産学の共同特許を
「産」の側が実施したときに「学」
がロイヤルティの支払いを求め
る（これを「不実施補償」という）
のは日常的なことである。これに
対して「産産」共同研究には不実
施補償の概念がない。アウトサイ
ダーが高いロイヤルティを要求す
るのも、これらとの類推からはお
かしなことではない。
　特許法には第 93条に「公共の
利益のための通常実施権の設定の
裁定」という規定がある。しかし
産業構造審議会の中に設置された
特許戦略計画関連問題ワーキング
グループが04年11月に出した「特
許発明の円滑な使用に係る諸問
題について」という報告 10）でも、
93条の要件は「国民の生命、財産
の保全、公共施設の建設等国民生
活に直接関係する分野で特に必要
である場合」と「当該特許発明の
通常実施権の許諾をしないことに
より当該産業全般の健全な発展を
阻害し、その結果国民生活に実質
的弊害が認められる場合」となっ
ている。情報通信、電機・電子と
いった分野で、ある標準が実施でき
ないために国民の生命・安全が脅
かされるという事態を想定するこ
とはむずかしい。アウトサイダー
の権利は強制的には奪えないのだ。
8   提　言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　情報通信、電機・電子といった
産業分野では、特許をライセンス
権として活用するという状況が生
まれてきたということを、本稿で
説明してきた。我が国は、知的財
産推進本部の発足以来、知的財産
を有効に活用する方法として、標
準化活動やパテントプールに対す
る関心を高めてきている。これは
知的財産立国を目指す我が国とし
ては、正しい方向である。今後、
次の二点に配慮して、行政は知的
財産活用への取り組みを強化して
いくべきである。
①知的財産推進計画における
　活用の強調
　知的財産推進計画は創造、保
護、活用それぞれの重要性を説く
ものだが、創造と保護に比べて活
用に対する言及は少ない。本稿に
説明したような活用の意義につい
て、計画でいっそう強調すべきで
ある。
②特許制度の改善
　一つの標準に対して多くの特許
が関係した結果パテントプールの
形成が不可避になり、その調整交
渉に手間取ったり、アウトサイダ
ーが出現したりといった複雑な状
況は標準の普及を妨げるので、標
準化活動にとって好ましくない。
特許制度が各国に分かれ、まち
まちに審査・特許査定されるから
こそ問題は複雑化しているのであ
る。したがって、標準化を推進す
る立場で考えれば、世界的レベル
で特許審査機関を統一し、また査
定の基準を厳しくして安易に特
許を認めない方向に、制度は改善
されるべきであるということにな
る。これは長期的な政策課題であ
るが、今後、検討の価値がある。
　行政が取り組みを強化しても、
企業がそれに応えていかなければ
意味がない。我が国企業には次の
ような取り組みが期待される。
①ライセンス権として
　特許の戦略的活用
　自社が有力な特許を持っている
のに、それを独占せずに他社の実
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05）  ITU-T TSB Director’s Ad Hoc 
IPR Group Website：
  http://www.itu. int/ITU-T/
othergroups/ipr-adhoc/index.html
06）  総務省情報通信政策局通信規格
課、「情報通信分野における研究
開発・標準化・知的財産について」
2003年４月
07）  知的財産戦略本部、「知的財産推
進計画」2005年６月
08）  電子情報技術産業協会、「2004年
情報端末関連機器の世界・日本
市場規模および需要予測」2005
年３月
09）  日本記録メディア工業会、「記録
メディアビジネスを牽引する記
録型DVD」2004年 11月
10）  産業構造審議会・知的財産政策
部会特許制度小委員会・特許戦
略計画関連問題ワーキンググル
ープ、「特許発明の円滑な使用に係
る諸問題について」2004年 11月
11）  黒川利明、「国際標準を担う人材
育成について」『科学技術動向』
2005年６月
施も認める。それは利敵行為のよ
うに見えるが、戦略的な価値があ
る。我が国企業は特許をライセン
スとして活用して市場をリードす
る方向に動き出すべきである。な
お、そのために企業がいっそう特
許の取得に努めるべきでことは自
明であろう。
②政治的交渉としての
　国際標準化活動の活用
　取引交渉のツールのひとつに国
際標準化活動がある。しかし、国
際標準化活動に単に参加している
だけでは不十分である。我が国企
業は、仲間を増やし、また自社の
技術と特許が標準の中に組み込ま
れるように積極的に働きかける必
要がある。公正取引委員会のガイ
ドライン原案には「一部の参加者
が、規格の策定手続を不当に利用
することにより、規格を自らにと
って有利（又は特定の事業者にと
って不利）な内容とする」のは問
題との表現があった。しかし意見
公募の過程で、事業者団体から「参
加各社が自らの保有する技術が規
格に採用しようと働きかけをする
ことは当然の行為である」との指
摘があり、「自らにとって有利な
内容とする」との表現は削除され
ている。
　国際標準化活動は政治的交渉で
あって、技術の優劣を判断する場
ではない。したがって、企業は交
渉力に富んだ社員を活動に参加さ
せるべきである。また、交渉力を
高めるような教育機会も欠かすわ
けにはいかない 11）。
③パテントプール組織化可能性の
　追求
　パテントプールの形成には調整
コストを要するため、過度にそれ
に期待するのは危険である。しか
し、標準化活動の過程で参加者の
中に「将来パテントプールを組織
化する可能性がある」との共通理
解が醸成されていけば、調整が容
易になる可能性がある。我が国企
業は、将来を見通した上で、必要
な場合にはパテントプールの形成
に向けて、他国の諸企業に積極的
に働きかけていくべきである。
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科学技術動向研究
人道的地雷検知・除去技術と
国際貢献への道
佐藤　源之
客員研究官
　地雷によるむごたらしい被害
と、それに対する地雷除去活動に
ついては多くの人々が関心を寄せ
ている。懸命な活動の結果、地雷
による被災者は世界的に減少する
傾向にあるが、それでも年間１万
人程度が世界中で死傷していると
推定されている。地雷による被害
を減らすための努力は政府関係機
関だけでなく市民活動が盛んなこ
とも特徴である。我が国は 1999
年対人地雷全面禁止条約（オタワ
条約）発効後、国内の地雷生産を
停止、保持地雷を廃棄し、アフガ
ニスタン、カンボジア等の地雷被
災国に対する対人地雷検知・除去
に関する協力を積極的に推進して
きた。また文部科学省、経済産業
省は科学技術による人道的地雷検
知・除去をめざした研究開発プロ
ジェクトを実施し１）、目に見える
国際貢献をめざしている。更に近
年その一部については地雷被災国
で評価実験が行われ、実用化に近
づいている。本稿では人道的地雷
検知・除去に関する世界と我が国
の研究動向、ならびに我が国にお
ける対人地雷検知技術開発の具体
例を紹介する。
2   人道的地雷除去について 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　地雷は軍隊の進攻を防ぐ武器と
して第一次世界大戦以前から既に
使用されており、第二次世界大戦
の戦車での戦闘が激しかったエジ
プトの砂漠には今なお、2,300 万
個を越える 50年以上昔の地雷が
砂に埋もれている。第二次世界
対戦以降の各種戦争や紛争でも
多くが使用され、地雷は全世界で
１億１千万個以上がいまだ埋設さ
れていると推定されている。アフ
ガニスタン、カンボジア、旧ユー
ゴスラビア、アフリカ諸国など内
戦の激しかった国々では、地雷原
が住民の生活地域内に作られたた
め紛争終結後も住民に大きな問題
を残し、国家復興の障害ともなっ
ている。
　1980年代以降、世界各国は地雷
問題に積極的に取り組み、1997年
に署名された対人地雷全面禁止条
約（オタワ条約）は、その後我が
国を含む多くの国々が参加し（参
加国：153 カ国（批准済み：145
カ国）、未参加：41カ国：2005 年
７月）２）、1999年３月に発効した。
また、多くの国や国際機関が地雷
被災国における地雷除去を積極的
に支援してきている。
　我が国ではオタワ条約の国内の
実施措置として、1999年３月の同
条約発効と共に、対人地雷の製造
の禁止及び所持の規制等に関する
法律を施行している。一方でアメ
リカ、ロシア、中国などはオタワ
条約に非加盟であり、防衛武器と
しての地雷を放棄していない。非
加盟国の中には防衛兵器としての
地雷を放棄できない、あるいは条
約に記されている自国での発効後
10年以内の対人地雷破棄が実行不
能であるなどの事情もある。しか
しアメリカ等では時間が経過する
と爆発しなくなる装置を組込んだ
り、埋設位置を無線で知らせるイ
ンテリジェント地雷を開発してお
り、こうしたタイプの地雷であれ
ば紛争終了後、問題を生じること
はないという主張をしている。な
おオタワ条約では地雷探知・除去・
廃棄技術の開発・訓練のための地
雷保有は認められている。
　地雷は、軍隊の移動を妨害す
るための武器である。埋設され
た地雷は人や車両がその上を通過
したときの圧力で起爆する。車
両の破壊を目的とした対戦車地雷
は、50cm程度の深さに埋められ、
50kg 程度の加重が加わらないと
起爆しないのに対し、歩行する
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
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兵隊の殺傷を目的とする対人地雷
は、地表から 10cmより浅く埋め
られ、わずかな圧力によって起爆
する。対戦車地雷は直径 50cm程
度あるのに対し、対人地雷は直径
10cm以内と小型である。図表１
は対人地雷の１つであり、アフガ
ニスタンでよく見られる旧ソビエ
ト製PMN‐２である。対人地雷
除去作業による爆破処理後の形状
を示している。
　戦場で軍隊が地雷原を通り抜
けるために行うのが軍事的地雷除
去（Military Demining）である。
戦車などの車両が破損しなけれ
ばいいので、地雷除去は地雷原中
の必要な場所にしか行われず、大
半の地雷はその場に残される。ま
た戦争や紛争が終結した後に、地
雷が埋設した軍によって除去さ
れる例はほとんどない。これに対
して紛争終結後地雷原に住民が帰
り、再び住宅地や農耕地などとし
て利用できる状態に戻すため地雷
原から完全に地雷を除去するのが
人道的地雷除去（Humanitarian 
Demining）である。軍事的に対
する人道的対人地雷除去の目的は
明確に異なり、その方法にも違い
がある。
　クロアチアなど紛争終結後の地
雷除去が効率的に行われた国では
地雷で直接殺傷される住民の数は
激減した。しかし地雷が完全に除
去されていない、あるいは地雷除
去活動によって金属片や爆薬で汚
染され農耕に適さなくなるなど、
土地利用が制限されることによ
る経済活動への損失がより重要に
なってきている。人道的地雷除去
活動の多くは国連が各国に組織し
た地雷除去組織が地元で活動する
NGO団体を統括し、先進諸国か
ら支援を受けたODA資金を分配
すると共に各NGOの地雷除去地
域の割当てや技術支援などを行っ
ている。現在人道的地雷除去は、
地雷を除去するために投入される
経費と、それによってもたらされ
る経済的効果のバランスを考慮し
つつ地雷除去作業の場所の優先順
位を決定するなど計画性を持って
行われている。また国連には対人
地雷除去活動を行うための機関と
し て United Nations Mine Action 
Service（UNMAS）が活動してい
る３）。
図表１　爆破処理後の旧ソビエト製
 対人地雷 PMN‐２
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　埋設地雷を除去するための地雷
検知技術として、地雷被災国では
現在、金属探知器と地雷犬が実用
的に利用されている。
　金属探知器は10kHz程度の電磁
誘導現象を利用し金属内に誘導す
る渦電流による２次磁界から金属
を検知する装置である。空港の安
全検査用のゲートや、食品への金
属混入を防ぐ装置などとしても利
用されている。金属探知器は長年
地雷検知に利用されてきたので、
近代的な対人地雷は金属を極力使
用しないプラスティック地雷にな
っている。しかし容器をプラステ
ィックで作製しても、TNT爆薬
を起爆させるための雷管部分に針
やスプリングなど少量の金属が使
われている。現在地雷検知に利用
される金属探知器は深さ 10cm程
度までに埋設されたプラスティッ
ク地雷に含まれる 10mg程度の金
属部品までほぼ 100％検知する能
力を有している。
　図表２はアフガニスタンBibi 
Mahro Hill における地雷除去現場
である。金属探知器で１m四方程
度の範囲を走査し、検知音がある
と操作員は地面を針金のような探
針で土中を探索する（プロッディ
ング）。万一地雷であっても探針
が横から当たれば爆発する危険性
は低いが、非常な危険を伴う過酷
な労働である。作業員は極度に神
経を使うから２人ペアで 30分ご
とに１人が休みを取りながら１日
５時間程度の作業が限界であり、
１日あたり 50平米程度しか検知
できない。それにも拘わらず手
動（ハンドヘルド）金属探知器に
よる探査とプロッディングは斜面
のような場所にも適応性が高く、
最も普及した対人地雷の検知・除
去作業方法である。しかし地雷原
では砲弾、薬莢や爆破した爆弾な
どの金属片が散乱しており、金属
探知機に対して地雷よりはるかに
強い反応を示す。このため地雷検
知の難しさは、数多く検知される
金属反応から本当の地雷を識別す
る技術にある。図表２に示すBibi 
Mahro Hill では 2002 年 10 月より
地雷除去作業が行われているが、
これまで総計 277個の地雷が検知
図表２　アフガニスタン・Bibi Mahro
 Hill における手動による地雷
 除去作業
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されたのに対し、2,135個の不発弾、
218,320個の金属片が除去されたと
報告されている（2004年 12月）。
金属探知器と並ぶ実用的な地雷検
知方法が地雷犬である。地雷に使
われるTNT火薬はガスとして一
部が揮発し、土壌を通り抜けて地
表面に達する。犬は微量のTNT
成分を嗅覚で識別可能であり、非
常に信頼性の高い地雷検知方法と
して利用されている。
　アフガニスタンなどでは大規模
な地雷犬養成施設がNGOによっ
て運営され、100 匹以上の地雷犬
が常時活動している。しかし地雷
犬は養育や維持に時間と経費がか
かり、また犬が疲労するため作業
時間に対する制約が厳しく地雷検
知作業の効率は高くない。
　これに加え新しい原理による
地雷検知技術が現在開発されて
いる。このうち、我が国を含め
最も実用化が近いと考えられて
いるのが地中レーダ（Ground 
Penetrating Radar：GPR）である。
　GPRは１GHz 程度の電波が金
属・非金属を問わず周囲と電気的
に異なる物体から反射されること
を利用し、地中に埋設されてい
る物体を検知する技術である。地
表に置かれたアンテナから地中に
１ns以下の短いパルス状の電波を
放射し、地中物体から反射された
電波を地表の受信アンテナで捉え
る。送受信アンテナを移動しなが
ら反射波を受けることで地中断面
構造を可視化できる。
　GPRは道路下の埋設管検知や遺
跡探査などに利用されているが、
プラスティック地雷に対しても有
効なことから地雷検知技術として
有望視されている。対人地雷は形
状が小さく、材質のプラスティッ
クやTNT火薬は土壌と類似した
電気特性をもつためにガス管など
に比べてレーダ反射が弱い。また、
地雷が浅い位置に埋められている
ため地表面の反射波と紛れてしま
う上、不均質な土壌から起こるラ
ンダムな散乱（クラッタ）が地雷
の反射を覆ってしまう。更に、土
質や水分量が場所によって違うた
め土壌条件は一定ではない。こう
した点から従来のGPR装置は対
人地雷検知にはそのままでは利用
できず、新たな開発が必要となっ
ている。GPRは近年一部実用的な
利用が開始された。
　地表や非常に浅く埋められた
地雷は地表面の温度が上下する
とき物質の比熱の違いから周囲
の土壌との温度差を生じる。赤外
線カメラにより、温度差を画像化
することにより地雷検知が可能で
あり、赤外線による地雷検知技術
は既に軍事的には実用化研究が進
んでいる。
　金属探知器、GPR、赤外線カメ
ラは地雷の形状を見ながら地雷
検知を行う方法である。これに
対して地雷に含まれる爆薬を地雷
犬と同様に直接識別できれば検知
の信頼性は向上し誤認率を下げら
れる。このため、地雷犬の嗅覚を
人工的に実現する匂いセンサ、ま
た中性子を照射したとき地雷中
の爆薬に含まれる窒素と中性子捕
獲反応を起こし放出される高エネ
ルギーガンマ線を測定する地雷検
知法が検討されている。また爆薬
に含まれる窒素の原子核がもつ核
四極モーメントは電場勾配が存在
する状態で特定周波数の電磁波を
照射すると核四極共鳴（Nuclear 
Quadropole Resonance：NQR）と
呼ばれる吸収を示し、共鳴周波数
の電波が物質から発信される。物
質に固有な共鳴波を測定すれば地
雷を検知できる。ここに挙げた爆
薬を直接検知する手法は現状では
いずれも装置の大きさや感度の点
で実用化までには未だ時間と費用
を要する。
　検知された地雷は地雷の移動に
よる２次災害を防ぐために埋設位
置で爆破処理して除去する。しか
し不用意に爆破処理すると地雷に
含まれる金属片が周囲に飛散し、
金属探知器による地雷除去活動の
妨げになる恐れがあるほか、土壌
を汚染し耕作にも障害が出る。そ
のため土嚢を地雷周囲に積んで周
囲への影響が出ないように爆破処
理を行う。金属探知器による地雷
検知と現地爆破による除去処理は
国連機関の技術指導などにより手
順が厳密に定められ、現場作業の
危険性は小さくなっている。
　こうした手動（マニュアル）に
よる地雷除去に対し、ブルドーザ
やクレーン車などの建築車両に強
固な回転装置を装備し、地雷原の
上を走行しながら地雷を強制的に
爆破処理する方法もある。
　これは地雷の機械的除去と呼ば
れ、人道的地雷除去でも使用され
ている方法である。機械的除去は
飛行場などでは効率よく広い面積
の地雷除去を行え、また操作者が
直接地雷に接近しないため安全な
方法である。機械的除去に使用さ
れる除去機は既に実用化されて
おり、ODA等を通じた除去機の
図表３　地雷検知手法
検知手法 検知対象 実用化までの期間
金属探知器　MD 地雷形状 実用済
地中レーダ　GPR 地雷形状 短
赤外線 地雷形状 実用済
デュアルセンサ（MD＋GPR） 地雷形状 短
地雷犬 爆薬 実用済
においセンサ 爆薬 長
核四極共鳴　NQR 爆薬 長
中性子 爆薬 長
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援助は我が国からも開始されてい
る。しかし爆破処理後、地雷の爆
破破片が地中に残ること、また対
人地雷は吹き飛ばされても爆破し
ないことがあるため 100％の処理
は難しく、機械的除去を行った後
に再度地雷検知作業を行う必要が
あるなどの問題が残る。
　地雷を検知した後の除去作業を
無人ロボットで行う方法も検討さ
れているが、地雷検知に比べ除去
作業は件数も少なくNGOからの
要求は強くない。
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　地雷検知・除去技術は軍事研究
としても開発されているが、ここ
では我が国の一般研究者が直接関
与しうる人道的地雷除去に関する
動向を解説する。
　先に述べたように機械的除去方
法は各国で既に実用の域に達して
おり、クロアチアをはじめとする
国では商業的な地雷除去機が販売
されている。
　1990 年代にはEU、アメリカで
地雷検知に地中レーダを利用する
大型国家プロジェクトが行われ
た。しかし研究開始がやや遅か
った日本を除き各国で地雷検知
研究プロジェクトは 2002 年頃ま
でいずれも終了したが、少数の例
を除き開発成果は実用化の前段階
にある。
　アメリカでは陸軍が支援して大
学がコンソーシアムを結成し技術
ごとの重複を避けながら研究を
行った。地面に向け発した大音
響によって振動させた地雷を地
中レーダやレーザ歪み計で検知す
るユニークな手法も開発された。
研究成果は軍による軍施設内で
の評価と技術開発へのフィードバ
ックが行われたところに特徴があ
る。また軍が開発した装置を使用
して取得したデータを大学研究者
が処理方法を研究する例も見られ
る。しかし大学の研究者には詳細
な実験条件などが示されず、評価
はあくまでも軍が行うという状況
も生じた。
　一方、ヨーロッパではEUが支
援する大学と国立研究所、民間企
業が連合したグループが研究活動
を行った。特にEUの研究資金は
複数の国にまたがる研究グループ
の結成を必須とするため、センサ
ごとに別個の開発を行い、システ
ムとして統合するような形態がみ
られた。数カ国にまたがる共同研
究は大学間交流を推進し、学生・
研究者の交流を促進する意味で意
義が高い。
　以上に述べた欧米での研究開発
も３節で述べたGPR、赤外線、中
性子、NQRなどのセンサ開発と、
これらを組みあわせた複合セン
サが主体である。いくつかのシス
テムは比較的大型の車両に２つ以
上のセンサを備えて同時に計測・
検知を行うものである。一方で、
GPRと金属探知器を組みあわせて
作業員が手動でセンサを走査する
ハンドヘルド型“デュアルセンサ”
が研究の成果としてアメリカ陸軍
では最近実用的な使用が開始され
た４～６）。
　研究開発された地雷検知装置
を地雷被災国の地雷除去活動に利
用していくためにはODA資金な
どによる機器調達が行われる。数
百台を単位として行われる機器選
定は慎重に行う必要があるが、地
雷被災国の地雷除去組織には、機
器選定を行うための十分な技術的
知識が蓄積されていない場合が多
い。地雷検知器は現地の土壌条件、
気候条件に加え、地雷除去組織の
操作員の熟練度など様々な要因に
よって性能が十分発揮できない恐
れがある。従って技術的な助言と
サポートが可能な国際的技術評価
機関が必要とされた。
　こうした例として International 
Test and Evaluation Program for 
Humanitarian Demining（ITEP）７）
はベルギー、カナダ、オランダ、
スウェーデン、イギリス、アメ
リカ、ドイツと EC が 2000 年に
結成した機関であり、人道的
地雷除去技術の収集、評価、普
及などをめざしている。また
The Geneva International Centre 
for Humanitarian Demining 
supports Humanitarian Mine Action
（GICHD）８）は 18 カ国が結成した
独立機関であり、人道的地雷除去
活動の作業支援、研究、技術導入
補助などを行っている。
　人道的地雷除去に現在広く利用
されている金属探知器はこれらの
機関が中心となり、各種商用金属
探知器の性能評価、土壌に適合し
た金属探知器の選定基準が作成さ
れた。また国連が主体となり金属
探知器による地雷検知手法のプロ
トコルが標準化された。最近の新
しい研究開発成果を受けて、ハン
ドヘルド型“デュアルセンサ”に
ついても同様の技術評価基準を策
定し、地雷除去活動への導入を効
率的、効果的に行うことが計画さ
れている。
　我が国では、独立行政法人科学
技術振興機構（JST）の研究プロ
ジェクトにおいてデュアルセンサ
開発が重要な目的の一つとなって
いる。開発は既に国際的な技術水
準に到達しており、今後、国際評
価基準策定にも積極的に関わる段
階に来ている。
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　人道的な対人地雷除去活動が、
我が国の標榜する武器輸出３原
則を遵守するかどうかの判断は、
1997 年の官房長談話に依拠する。
これによると、地雷検知など人道
的な対人地雷除去活動に対する支
援に関する貨物等に武器等に当た
るものが含まれているとしても、
それは武器輸出３原則を破るもの
ではないとする確認が行われた。
我が国で、大学等が参画して実施
している人道的地雷除去技術開発
は、この原則に従ったものとなっ
ている。
　我が国は 1997 年のオタワ条約
加盟と同時に対人地雷除去・犠牲
者支援等の分野における支援を対
外的に表明した。既にカンボジア
を始め被埋設国の対人地雷除去に
ついて国際機関、被埋設国政府、
NGO等を通じ積極的に支援し、
一方国内においては関連技術の研
究・開発に取り組む企業、NGO、
研究者が増加してきた。
　この分野において我が国が一
層積極的に貢献するためには、除
去技術についての研究・開発、製
品化し、ODAによる被埋設国へ
の供与する道筋をつける必要があ
る。このため、政府は、2000年７
月より対人地雷の除去関連技術の
研究・開発の支援策について、関
係省庁連絡会議で議論を行ってき
た。外務省、文部省（現文部科学
省）、通商産業省（現経済産業省）、
防衛庁、科学技術庁（現文部科学
省）は、2000年 12月に報告書「対
人地雷除去のための新たな取組」
を公表した。その中では、対人
地雷の除去を含め新しい技術の研
究・開発支援を実施することが表
明されている。
　また、文部科学省では対人地雷
の探知・除去技術に関する研究開
発に関する研究会の報告書「対人
地雷の探知・除去技術に関する研
究開発の進め方について」（2002
年５月）に基づき JSTが大学、独
立行政法人研究機関、民間企業等
からの研究提案を受け、2002 年
10 月より戦略的創造研究推進事
業の一環として人道的対人地雷探
知・除去技術研究開発推進事業の
研究開発を実施してきた１）。この
プロジェクトの目標は新しいセン
サ技術とロボット技術を組みあわ
せたセンシング技術、アクセス・
制御技術の新開発にある。これは、
その後、2004年度より「人道的対
人地雷探知・除去技術研究開発推
進事業」として独立した。採択課
題を図表４にまとめる。
　具体的な中身としては、短期的
には、2005年度を目途とした研究
開発として、地雷と土壌の物性値
の相対的な違いに着目し、対人地
雷を安全、かつ効率的に探知可能
なセンシング技術や、地雷原に安
全かつ効率的にセンサ、マニピュ
レータ等を持ち込むための遠隔操
作可能なアクセス機材や、それに
装着するマニピュレータおよびそ
の制御技術の開発がある（６件）。
　また、中期的には、2007年度を
目途とした研究開発として、地雷
に含まれる爆薬自体の性質にも着
目し、対人地雷をより一層安全か
つ効率的に探知可能な技術を開発
中である（３件）（2005年４月現在）。
2005年３月に短期的研究開発課題
について、研究成果の公開が行わ
れ、アフガニスタン、クロアチア
を始め、地雷除去活動に従事する
国際機関の代表者なども多く参加
している。
　一方、経済産業省では新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）を通じて 2002、2003 年
度課題設定型の助成事業（地中等
埋設物探知・除去技術開発助成事
業）としてアフガニスタンを対象
地域として想定し地雷埋設地域へ
の経済復興及び人道支援の観点か
ら地雷探知・除去技術開発の研究
助成を行った。本助成では携帯型
5   我が国の研究動向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表４　JST研究開発課題
小型地雷探知車両の開発（短期）
地雷検知用ウエアラブル・SAR‐GPRの開発 佐藤　源之（東北大学）
反射波と透過波の複合受信による地雷探査レーダの開発 荒井　郁男（電気通信大学）
地雷探知ロボットと無人処理車による地雷除去支援
（図表９：Mine Hunter Vehicle）
野波　健蔵（千葉大学）
大型地雷探知車両の開発（短期）
環境適応型高性能対人地雷探知システムの研究開発 福田　敏男（名古屋大学）
地雷の探知ユニットのアクセス用機械の研究開発 池上　友博（㈱タダノ）
その他の開発（遠隔操作アーム搭載バギー車両、マインハンド）
バギー車両・遠隔操作アームなどによる地雷探査除去支援シ
ステムの開発（図表７：Gryphon）
広瀬　茂男（東京工業大学）
中期的研究開発課題
超小型放電型中性子源による地雷探知技術の開発 吉川　　潔（京都大学）
地雷探査用高度化即発ガンマ線分析システムの開発 井口　哲夫（名古屋大学）
SQUID‐NQR地雷化学物質探知技術開発 糸崎　秀夫（大阪大学）
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対人地雷探知器の開発、車両型地
雷等探知機の開発、対人地雷除去
機の開発の３課題について６件の
研究開発が行われた。
　外務省９）では文部科学省や経
済産業省の支援により開発された
技術を含め新しい人道的地雷検
知・除去技術を募りアフガニスタ
ン国・地雷除去活動支援機材開発
研究の支援を行った。本事業は日
本国際協力システム（JICS）がア
フガニスタン移行政権の災害対策
地雷除去局の実施代理機関として
実施し、公募で決定した７団体・
９機材について 2004 年７月から
2005年２月までの間、アフガニス
タン現地評価実験が行われた。こ
れにはNEDO助成事業で開発さ
れた機械的除去機も含まれ、実用
性が実証されている。今後アフガ
ニスタン、カンボジアなどの地雷
被災国への導入が開始される見込
みである。
6   JSTプロジェクトにおける研究開発と実用化蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本節では我が国の対人地雷除去
への技術貢献の一例としてJSTプ
ロジェクトの一課題として東北大
学で開発されている地雷検知技術
を紹介する 10～ 13）。
　先に述べたように金属探知器
だけを利用した地雷検知は信頼
性は高いものの作業効率が著しく
低いことに問題がある。そこで東
北大学では金属探知器とGPRを
組み合わせたデュアルセンサであ
る Advanced Landmine Imaging 
System（ALIS）を開発した。
　ALIS は小型のセンサシステム
であり、ハンドヘルド型地雷検知
器として利用する。地雷除去作業
員は金属探知器を手動で地表面す
れすれに動かし、金属探知器の応
答を音で聴きながら、地中の金属
片の位置を検知する。GPRは金
属探知器と違いプラスティック製
の対人地雷のケースの形状を画像
化できるので、金属探知器に比べ
て誤認率を格段に下げられる可能
性を持っている。GPRと金属探知
器を組み合わせたデュアルセンサ
はハンドヘルド型の新手法として
世界で幾つかのシステムが開発さ
れている。しかしALIS以外のハ
ンドヘルド・デュアルセンサは測
定時にアンテナ位置を追跡できな
いため、GPRの最大の特徴である
対象物の画像化ができなかった。
ALISはこの問題を解決するため、
センサハンドルにCCDカメラを
装着し、リアルタイムでセンサの
位置を認識できるようにした。こ
れによって金属探知器とGPRの
信号を画像化することができ、作
業員は地雷位置を画像から判断で
きるようになった。
　図表５はALISを操作している
様子である。作業員はGPR装置
とPCを背中のリュクサックに収
納している。操作員がセンサを手
動で動かすとセンサ位置はリアル
タイムで眼鏡に装着したヘッドマ
ウントディスプレイの画像に表示
される。操作員は金属の存在位置
を知ると同時にセンサで計測して
いない空白域ができることを防ぐ
ことが可能となり、事故防止にも
つながる。
　ALIS を操作する方法は従来の
金属探知器と基本的に変わること
がないことにも特徴がある。操作
員は地雷が既に除去された安全区
域に立ち、前方１ｍ四方の範囲を
走査してデータを取得する。２～
３分で走査が終了してから信号処
理を行いGPRの画像を構成する。
　図表６はALISによって画像化
された金属探知器とGPRの信号
である。埋設地雷が明瞭に現れて
いる。金属探知器は差動式のセン
サで、金属の左右に対称に応答が
現れ、その中心の信号が零になる
位置に金属が存在する。またGPR
では地雷の丸い形状を直接確認で
きる。なおALISの金属探知器セ
ンサとGPR用アンテナは位置を
ずらして配置してあるため図表６
では両者の位置が前後に約 20cm
離れている。
　画像から３次元の地中構造を判
断できるので、地雷が存在すれば
その位置が確認できる。作業員は
基本的に従来と同じ走査をしなが
ら、信号を音声に加えて画像上で
確認できるので作業の信頼性を高
めることができる。従って操作員
は従来の検知作業に替わる新しい
方法ではなく、従来と同じ作業を
図表５　アフガニスタンBibi Mahro Hill における
 ALIS 評価実験
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行いながら新たな情報を得られる
ので作業に対する信頼性を維持し
ながら効率を向上できる。
　我が国における研究開発の大き
な目標はセンシング技術に加え、
ロボットや無人車両によるアクセ
ス・制御技術を利用した地雷検知
技術である。このため JSTプロジ
ェクトでは地雷検知センサを搭載
する車両並びにセンサを走査する
ためのロボットアームが開発され
てきた。ALIS を無人車両のロボ
ットアームに装着することで作業
の効率化も図れる。図表７は JST
プロジェクトで開発されたバギー
車 GRYPHON に ALIS を搭載し
た例である。
　またより大型のロボットアーム
には、より大型で高性能なセンサ
が利用できる。ALIS は GPR に
よる地雷検知で問題となるクラッ
タの抑圧に広帯域GPRとマイグ
レーションを使用したが、ロボッ
トアームに搭載することを目標と
した更に高度なシステムがSAR‐
GPRである。
　SAR‐GPR はクラッタ除去の
ためにアレイ・アンテナを利用
するが広帯域での効率的な動作
を実現するため新たに開発したビ
バルディアンテナは 10MHz～４
GHzの帯域を有する上、平面形状
であるため製作が容易でありアレ
イ配置に適している。クラッタは
アンテナに対してランダム信号な
のに対し、人工物である地雷から
の反射は空間的相関性が強いとい
う特徴がある。そこで送受信アン
テナの位置を変えながら地雷から
の相関性のある反射信号を重畳す
るCMPスタックとマイグレーシ
ョンを併用した信号処理アルゴリ
ズムを開発した。図表８にSAR‐
GPRによって３次元画像化した埋
設地雷を示す。ここに図表８秬は
SAR‐GPRで取得したレーダの
原波形、図表８秡は開発した信号
処理を行った後の画像である。図
表８秡では地表面と埋設地雷が明
瞭に分離して現れているが、図表
８秬では両者は混然として識別で
きない。
　SAR‐GPRのレーダ装置本体に
は、高周波計測器の一種であるベ
図表６　典型的なALIS による地雷検知画面。
 CDS サイト、アフガニスタン。ターゲットはPMN-2 不活性化地雷
図表７　小型バギー車Gryphon（東京工業大学）に搭載した
 ALIS（東北大学）
図表８　SAR‐GPR（東北大学）による埋設地雷の３次元再構成GPRイメージ
秬原波形 秡SARおよびCPM処理を行ったGPR画像
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
28 Science & Technology Trends   October  2005 29
人道的地雷検知・除去技術と国際貢献への道
クトルネットワークアナライザを
利用している。市販の汎用ベクト
ルネットワークアナライザは重量
が 30kg 以上あり、屋外では使用
できない精密電子機器であるが、
今回重量 1.5kg のボード型ベクト
ルネットワークアナライザを新た
に開発した。このベクトルネット
ワークアナライザは計測器として
も広帯域の高周波計測に適してお
り、地雷検知用GPRだけではな
く、今後、通信機器、IT機器の開発、
研究、メンテナンスにも応用が期
待できる。完成した SAR‐GPR
を JSTプロジェクトで開発した小
型車両Mine Hunter に搭載した状
態が図表９である。SAR‐GPRは
アームの先端のケースに収められ
ており、アンテナ部を含めて重量
17kgである。これに送受信アンテ
ナ６基、ベクトルネットワークア
ナライザ３基が搭載されている。
　開発した SAR‐GPRは地雷被
災国における現地実験に先立ち
JSTが香川県坂出市において 2005
年２～３月に実施した国内評価実
験において計測実験を行った。本
実験では埋設された模擬地雷の形
状と位置が知らされているキャリ
ブレーションレーンで装置のテス
トを行った後、埋設位置が知らさ
れていないブラインドレーンで評
価を行った。
　図表 10にブラインドレーンで
取得したデータと地雷位置の判定
結果例を示す。ここには、秬金属
探知器と秡３つの深度のGPR水
平画像が示されている。また検知
判定結果を秣に示した。この結果
より浅く埋設された地雷は金属探
知器で検知できるが 20cm程度に
埋設された地雷は検知できていな
いと思われる。しかし、20cm程
度に埋設された地雷の場合におい
てもGPRは地雷検知に成功して
おりデュアルセンサの有効性が実
証できている。本ブラインドレ
ーンでは 15cm程度に近接して埋
設された地雷を１つと判断した以
外、すべての地雷の検知に成功し
た。また誤認率も低かった。
図表９　小型車両Mine Hunter Vehicle（千葉大学）に
 搭載した SAR‐GPR（東北大学）
図表 10　SAR‐GPR（東北大学）の検知結果（JST坂出国内試験）
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　開発技術をいかに実際の現場で
利用するかは地雷検知において非
常に重要な課題である。ODAな
どで支援される機器が押しつけで
なく本当に現地活動に役に立ち、
また現地作業員に受け入れられる
ためには、現地での評価実験が不
可欠である。
　本節では現地評価実験の事例と
して東北大学がアフガニスタンの
首都カブール市で 2004 年 12月に
実施したALIS評価実験を紹介す
る。本評価実験はODAの一環と
して JICS によるアフガニスタン
国・地雷除去活動支援機材開発研
究として実施したものであり、地
雷検知器としてはALIS以外に車
両搭載型のセンサ１種類が評価を
受けている。
　カブールでは２カ所で実験が行
なわれた。１つめは JICS が設け
たテストサイトであり、地雷・不
発弾を爆破処理するための施設
（CDS：Central Demolition Site）
内に設置され、検知実験の一部
は雷管を取り除き爆発しないよう
にした不活性化実地雷が埋設され
た。実地雷を埋設したサイトは24
時間の警備体制が敷かれた。２つ
目は実際に地雷除去活動が行われ
ている現場（Bibi Mahro Hill）で
ある。
　CDSサイトではアフガニスタン
において多く残存する対人地雷で
あるType72 と PMN‐２等を異
なる土壌条件、深度に埋設し、検
知器の性能を評価するキャリブレ
ーションテストが初めに行なわれ
た。CDSサイトの土壌は比較的均
質であったが、それでも土壌中の
不均質性に起因する多くのクラッ
タが観測された。この実験では金
属探知器による地雷検知は 15cm
程度が限界なのに対し、GPRは
20cm程度まで検知できる場合の
あることが分かった。また金属片
は金属探知器に対して反応がある
が、GPRではイメージが明確に現
れないことから、両者の識別が可
能なことが明らかになった。図表
６は深度 10cmに埋設した不活性
化実地雷 PMN‐２である。金属
探知器と GPRの両方に明瞭なイ
メージが現れている。次に埋設
物の種類や位置を知らされずに
実際の地雷検知作業に近い条件
でブラインドテストが行なわれ
た。金属片と地雷に対するALIS
の応答は明らかに異なるので両者
の識別は十分実用的に行えること
がわかった。なおCDSサイトで
は地雷検知実験と並行して JICS
による機械除去手法も評価実験が
行われた。
　次により実際の条件に近い場所
での評価を行うためNGOが地雷
除去作業を進めているBibi Mahro 
Hill で実験が行なわれた。Bibi 
Mahro Hill はカブール市街地とカ
ブール空港を見下ろす近い小高い
丘であり、1980年代に旧ソ連軍が
ミサイル基地を設営していた。こ
の場所の土壌は不均質性が極めて
強い。地表面は植生に覆われ、土
壌には砂利、木片、金属片が多数
含まれている。また現場は図表２、
５のような斜面である。地雷は基
地への侵入者を防ぐために列状に
埋設されたが、20年が経過し、ほ
7   地雷被害国における評価実験 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 11　Bibi Mahro Hill におけるALIS 出力画面
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とんどの地雷は雨などにより土砂
と共に移動し、地雷が地表面の雑
草の中に露出しているのが確認で
きるなど、全くランダムに分布し
ている。地雷除去が終わった区域
と未処理の区域は白と赤に塗られ
た玉石によって区切られており、
地雷除去作業員は安全な場所を識
別できる。本試験中、地元の子供
が犬を追いかけて地雷除去作業区
域に入ってくるのが目撃された。
何事もなく子供は区域外に出て行
ったが、住宅地域に隣接した地雷
原の危険性を改めて強く感じさせ
る光景である。
　危険を避けるため、地雷が埋め
られていない事が確認されている
区画にPMN‐２の形状のプラス
ティック容器にTNT火薬を充填
した模擬地雷と金属片を埋設し、
ALIS の評価実験が行われた。図
表 11秬は金属探知器のイメージ
である。図表 11秬では幾つかの
金属探知器の応答が見えるが、図
表 11秡に示すGPR画像には一つ
しか応答が現れていない。これよ
り、この場所には一つの地雷と幾
つかの金属片を識別できる。
　地雷検知センサは実際の地雷を
ターゲットとし、実際に検知が
行われる土壌で実験を行わなけ
れば本来の評価ができない。国
内で現地の土壌を忠実に再現す
ることは土壌成分だけでなく湿
度や温度また作業環境まで含め
なければならず非常に難しい。ま
た実験用模擬地雷にも多くの問
題がある。地雷の形状や内部構造
は公開されているが、実際に内部
構造まで忠実に再現することは難
しい。こうした問題は欧米各国で
も共通しており、現実の地雷を使
用した評価法に勝るものはない。
国際協力無しには実現できない評
価実験である。
　ALIS はアフガニスタンの評価
実験に続き、ITEPによる評価を
受けるために、イタリア、スエ
ーデンでもデモンストレーション
実験が行なわれた。また、クロア
チア、エジプトなどの地雷被災国
での実証実験が既に試みられてい
る。これらの実験では国連機関な
どの技術スタッフ、現地地雷除去
作業員などにALISの操作を説明
し、実際の地雷除去現場で使用す
るために必要な改良点などについ
て、多くのアドバイスを受けた。
こうした実証実験は、より優れた
システム開発への強いフィードバ
ックとして非常に重要である。
　このように、JSTプロジェクト
は、これまでの研究成果を検証す
るために地雷被災国において2005
年度中に評価試験を実施・計画中
である。
8   今後の展望 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　地雷検知技術は地雷除去作業の
進行と共に、数年後には必要とさ
れなくなることが望ましい技術で
ある。しかし、そこに至るまでに
は信頼性と効率の向上、操作性向
上と安価な装置提供などが強く求
められる。地雷検知装置はODA
などを通じた限定された利用が主
体であるから一般企業による事業
化には多くの問題がある。そこで
非営利である大学や公的研究機関
に短期間で国際的な貢献ができる
装置の開発が要望されきた。
　世界の趨勢は、大学や公的研究
機関による地雷検知を目的とした
地中レーダ開発プロジェクトは終
了しつつあり、一部の成果は現地
評価試験などを経て実用化の段階
に移りつつある。
　また、培われた研究成果は地雷
検知への応用のみならず、新しい
センサ技術として積極的な応用を
検討する次期にあるといえる。そ
こで、我が国と欧米各国で地雷検
知研究を行ってきた先端研究グル
ープによる研究ネットワークの構
築が計画されている。こうした継
続的な研究により地雷検知技術は
環境計測などより大きな規模での
国際貢献技術に発展する可能性を
秘めている。
　さらに、地雷検知技術は浅層地
下計測技術の中でも非常に厳しい
環境条件下での利用が求められる
ため、技術的開発目標は高く設定
されている。そこで、都市部での
ガス・水道管、通信・電力ケーブ
ルなどライフラインの保全管理、
土壌汚染など環境問題、防災、安
全対策など地下計測技術が社会の
安全に応用することが検討されて
いる。地雷検知で培われた高度な
技術は、こうした応用分野の安全
性の向上に資する機会は多いと考
えられる。
　本稿では、人道的地雷検知技術
という、限定された目的に対して
行われた公的な研究開発を取り上
げた。本来の目的達成に加え、技
術開発による蓄積がより汎用性の
高い分野や他の応用分野へ波及し
ていくことが強く望まれている。
この分野の研究が、研究開発成果
を広く社会で活用する一つのモデ
ルとなることを期待する。
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わが国における
地震防災の最近の動向
菅沼　克敏
総括ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　周辺海域まで含めた面積が全
世界の約１％であるにもかかわら
ず、20世紀中に起きたマグニチュ
ード 8.0 以上の大地震のうち、お
よそ１割が日本とその周辺で発生
しているという世界有数の地震大
国である。また、日本は地震防災
に対する先進国でもある。
　1995年１月に発生した阪神・淡
路大震災以降、地震防災に関して
様々な技術が展開されている。
　また、2005年３月の中央防災会
議では、公共施設や住宅等の耐震
化や津波対策などを戦略的・重点
的に推進していくための具体的な
減災目標を定めた「地震防災戦略」
が策定された。
　その中で、いつ発生してもおか
しくないといわれている東海地震
と、21世紀前半にも発生が懸念さ
れている東南海・南海地震につい
て、今後 10 年間で死者数、経済
被害額を半減させる減災目標が明
示された。
　ここでは、わが国における地震
防災の最近の動向と今後の課題に
ついて紹介する。
2   阪神・淡路大震災以降の地震でわかったこと 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　1923年の関東大震災以降、1995
年の阪神・淡路大震災まで、わが
国においては都市を直撃した大地
震が発生しておらず、建築技術の
進歩などにともない、地震による
壊滅的な被害は発生しないと思わ
れていた。
 しかし、阪神・淡路大震災では、
高速道路高架橋の倒壊など、それ
まで考えられなかった被害が発生
した。
２‐１
全国各地で
震度６以上の地震が発生
　2004 年 10 月には阪神・淡路大
震災以来の最大震度７となる新
潟県中越地震が発生した。また、
2005年３月には地震活動が活発で
なかった九州北部で最大震度６弱
の福岡県西方沖地震が発生してい
る。さらに東海地震、東南海・南
海地震や首都直下地震の切迫性が
叫ばれている。
　過去 30年の地震と海溝型巨大
地震等の震源域は、図表１のとお
りである。
　東海地震、東南海・南海地震と
首都直下地震などの想定震源域以
外の全国各地で発生している。
　日本の陸域および沿岸域には約
2,000 ヶ所の活断層が存在してお
り、地震調査研究推進本部では、
このうち大地震を起こした場合、
社会的、経済的に大きな影響を与
える 98の断層帯を選定し、活断
層の調査を推進している。
　活断層は約 2,000 ヶ所が確認さ
れているが、その数倍の確認され
ていない活断層が存在するともい
われており、大地震は東海地震、
東南海・南海地震や首都直下地震
ばかりでなく、どこでも発生する
危険性がある。
２‐２
防災意識の低下
　内閣府が行った全国の 20歳以
上の約 3,000 人を対象にした防災
に関する世論調査によると、大地
震に備えてとっている対策は、図
表２に示すように、阪神・淡路大
震災直後の調査では比率が高くな
っているが、その後時間の経過と
ともに防災意識は低下している。
　また、大地震が起こった場合に
心配なことでは、図表３に示すと
おり、被災による火災の発生、建
物の倒壊が上位を占め、被災後に
生活する上での食料や飲料水の確
保、次いで道路や橋の被害・混雑、
津波、浸水、堤防の決壊などの順
となっている。
　家具類の転倒・落下防止対策も、
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外観を気にしていたり、必要性を
感じていないなどの理由により実
施率が低くなっている。
２‐３
住民の避難状況
　三陸沖は太平洋プレートの沈み
込む海溝があり、三陸海岸はリア
ス式海岸であるため、津波が大き
くなる傾向があり、津波常襲地帯
といわれている。
　過去においても明治三陸地震津
波（1896 年）、昭和三陸地震津波
（1933年）とチリ地震津波（1960年）
などで多くの死者・行方不明者が
出ている。
　2003年５月の宮城県沖の地震で
は、三陸沿岸各地で震度４～６弱
が観測されたが、この時には津波
は発生しなかった。
　宮城県気仙沼市内の津波の危険
区域を含む行政区を調査対象に約
30％、3,600 票の回収による住民
の避難行動状況は、図表４のとお
りである。
　避難した人は約８％で、４割は
避難するつもりがなかったと回答
しており、津波の常襲地帯でも自
主的に避難している人は少ない。
　また、2004年９月の東海道沖を
震源とする地震において、最大震
度５弱が観測された。地震発生か
ら４～６分後に気象庁から愛知、
三重、和歌山の３県 42市町村に
津波警報が発令され、12市町村が
避難勧告を行ったが、避難した人
は少ない。
　この地域は、特に東海地震、東
南海・南海地震により著しい被害
が生じるおそれのある地域で、防
災対策を推進する必要がある地域
に指定されているところである。
　近年、テレビや行政などからの
地震情報・避難情報を待っている
人が多く、災害情報に依存するこ
となく、迅速に行動する防災対策
は緊急の課題となっている。
図表１　過去 30 年の地震と海溝型巨大地震等の震源域
 日付 地震名又は震源
① 1982.03.21 昭和57年浦河沖地震
② 1993.01.15 平成5年釧路沖地震
③ 1994.10.04 平成5年北海道東方沖地震
④ 1994.12.28 平成5年三陸はるか沖地震
⑤
 
1995.01.17 平成7年兵庫県南部地震
  阪神・淡路大震災
⑥ 1997.05.13 鹿児島県薩摩地方
⑦ 1998.09.03 岩手県内陸北部
潯 2000.07.01 新島・神津島近海
潛 2000.10.06 平成12年鳥取県西部地震
濳 2001.03.24 平成13年芸予地震
潭 2003.05.26 宮城県沖
澂 2003.07.26 宮城県北部
潼 2003.09.26 平成15年十勝沖地震
潘 2004.10.23 平成16年新潟県中越地震
澎 2006.03.20 福岡県西方沖
出典：平成17年版防災白書１）
図表２　大地震に備えてとっている対策（複数回答）単位：％
内閣府「防災に関する世論調査」をもとに作成２）
図表３　大地震が起こった場合に心配なこと（複数回答）
単位：％
内閣府「防災に関する世論調査」をもとに作成２）
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２‐４
1981年の
新耐震設計基準の効果
　阪神・淡路大震災では死者の数
が 6,400 名を超え、死亡要因のほ
とんどは家屋・家具類等の倒壊に
よる圧迫死であった。
　神戸市を対象に固定資産税台帳
から町丁目を単位として集計した
データから、1980年以前の建築物
の比率と、日本都市計画学会等の
調査に基づく全壊建築物の比率の
関係を比較したものは、図表５の
とおりである。
　1980年以前に建てられた建築物
の被害の割合が非常に多くなって
おり、1981年に施行された新耐震
設計基準の効果が表れた結果とな
っている。
　全国の住宅戸数約 4,700 万戸の
うち、1981年以前の建築戸数は約
1,750 万戸あり、このうち約 1,150
万戸は耐震性が不足すると推計さ
れている。
　住宅・建築物の耐震化は、人命
を守るのに有効であるばかりでな
く、出火や火災延焼の軽減、倒壊
による救命・救急活動や復旧・復
興の妨げの軽減にもつながる。
　また、2003年９月十勝沖地震で
は、1993 年釧路沖地震や 1994 年
北海道東方沖地震による被災を契
機に、落橋防止装置や地盤改良に
よる液状化対策、木造・RC造建
築物での耐震補強対策が行われた
箇所では地震後における被害は見
られておらず、耐震補強対策の効
果が表れている。
２‐５
阪神・淡路大震災における
復旧・復興
　阪神・淡路大震災の復旧・復興
状況は、図表６のとおりである。
　ライフラインなど（電気６日、
電話14日、ガス 84日、水道 90日、
下水道 93日）都市機能は比較的
早く復旧しているが、産業や住宅
の復興には時間がかかっている。
　中越地震では、「7.13 水害」「台
風 23号」による大量の降雨によ
って地盤が緩んでいた中で地震が
発生し、その後も長期間にわたり
大きな余震が続いた。
　地震発生直後、道路の寸断によ
り集落が孤立した。そのため被災
者の避難を困難にし、救援物資の
搬入やライフラインの復旧を遅ら
せる要因となった。
　ライフラインを早期確保するた
図表４　2003 年宮城県沖地震における気仙沼市民の避難行動の構成
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出典： 住民の避難行動にみる津波防災の現状と課題―2003年宮城県沖の地震・
気仙沼市民意識調査から―３）
図表５　 町丁目を単位とした全建築物全壊率と 1980 年以前建築物
割合の比較
出典：建築研究所「兵庫県南部地震による建築物被害とその後の対応」４）
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めに、優先的に生活関連道路の復
旧が行われた。
　2005年７月の千葉県北西部を震
源とする地震では、13 年ぶりに
東京 23区内で震度５を観測した。
地震の発生が土曜日の夕方という
こともあり、人員の確保等に時間
がかかり復旧や点検が遅れた。
　首都圏では約 64,000 台のエレベ
ータが停止した。ほぼ全て地震時
管制運転装置が作動して最寄階に
停止しドアが開放されたものであ
る。セキュリティ上立ち入ること
が出来なかった建物を除き、二次
災害防止のため、専門技術者が安
全性を確認して翌日には復旧され
た。エレベータの閉じ込めが 78
件に上り、救出時間は通報を受け
てから平均で約 50分。ドアの異
常を検知して緊急停止装置が作動
した影響と思われている。
　電車や列車などに設置されてい
る非常用ドアのように、エレベー
タの内側から手動で開けることが
出来、安全に脱出できる機能が必
要である。
　また、鉄道の運行再開までに長
時間を要し、JR線や地下鉄など
では最大７時間止まり、100 万人
以上に影響が出た。運転再開まで
の時間の短縮や輸送障害発生時の
乗客などへの情報提供等について
も検討することとなった。
２‐６
地震予知
　地震予知とは、地震の発生時
期、場所、大きさ（マグニチュー
ド）を地震の発生前に予測するこ
とで、わが国の地震予知計画が国
家プロジェクトとして 1965 年に
始まり 40年が経った。現在、地
震調査研究推進本部により発生間
隙や最新活動時期などのデータを
基に「今後 30年以内に起きる可
能性は何％」といった確率論的長
期予測が行われている。
　地震予知の基本となる地殻変動
観測については、約 20km間隔で
図表６　阪神・淡路大震災の復旧・復興までの日数
出典：防災科学技術研究所「耐震研究の地震防災対策への反映」５）
図表７　東海地震発生シナリオ
出典：気象庁「東海地震に関する情報」６)
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覆う全国的なGPS連続観測施設
の整備が進み、迅速かつ的確な情
報が得られるようになった。
　地震には、その前触れとなる異
常現象である地震前兆現象がある
とされている。
　気象庁では、東海地震につい
ては図表７に示すとおり、①前兆
現象を伴う可能性が高いこと、②
前兆現象を捉えるための観測・監
視体制が震源域直上に整備されて
いること、③捉えられた異常な現
象が前兆現象であるか否かを判断
するための、「前兆すべりモデル」
に基づく基準があることから、短
期直前予知できる可能性があると
している。
　しかし、2003年９月十勝沖地震
では、地震が発生する前に前兆す
べりが起こらなかった。
　1975年２月に中国・遼寧省でマ
グニチュード 7.3 の海城地震が発
生した時には、地震の前兆現象で
ある動物の異常行動や地下からの
湧水などが観測されて、地震発生
の直前に避難命令が出され、被害
を最小限にとどめることが出来た
といわれている。
　しかし、異常な現象があっても、
それが地震の前兆現象かどうかの
見極めが難しく、この他に直前予
知に成功した例はほとんどない。
3   阪神・淡路大震災以降の取り組み状況蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　阪神・淡路大震災の発生を教訓
として、地震災害の軽減にむけた
新たな取り組みや強化、改良が行
われている。
３‐１
地震観測網の整備
　阪神・淡路大震災により、1995
年７月、全国にわたる総合的な地
震防災対策を推進するため、地震
防災対策特別措置法が議員立法に
よって制定された。
　地震調査研究推進本部では、
1997年８月に「地震に関する基盤
的調査観測計画」が策定された。
　地震観測については、データの
気象庁への一元化や処理するため
図表８　地震観測施設一覧（2004 年３月末現在）
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文部科学省 41
国立大学 273 6（2） 10 26 116 9 59 104 42 42 3 5
防災科学技
術研究所
755 6（1） 22 51 1700 672 3 55 7 15 6
海洋研究
開発機構
5（2） 4
国土交通省 1158 285 76
国土地理院 1311 4 5 15 2 27
気象庁 186※５ 8（2） 585 36 6 84※６
海上保安庁
海洋情報部
39 1 16 1 28
産業技術
総合研究所
14 4 5 9 3 15 42 20
合計 1228 25（7） 31※７ 81 3564※8 975 1456 1 4 215 16 91 99 5 230※６
（※１）括弧内はケーブルの本数
（※２）小地震から地球自由振動まで解析可能な周波数帯域をカバーする広帯域地震計（例：STS1、CMG1T）
（※３）微小地震から津波地震のうち比較的卓越周期の短いものまで解析可能な周波数帯域をカバーする広帯域地震計（STS2、CMG3T）
（※４）歪計、体積歪計、３成分歪計、傾斜計、伸縮計等を示す
（※５）気象庁の高感度地震計の中には、TYPE２の広帯域地震計の性能を有する地点が20点ある。文科省施設利用の３点を含む
（※６）他機関（地方自治体等）依存観測点として10点、他機関観測施設利用観測点として２点含む
（※７）根室観測施設は、防災科学技術研究所と国立大学との共同観測施設
（※８）この他に、地方公共団体の震度計約2,800地点等がある 出典：地震調査研究推進本部７）
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のシステムの整備が行われ、図表
８に示すとおり、全国を高密度で
覆う高感度および広帯域地震観測
網整備が図られた。
　陸域の高感度地震計（人間に感
じないような非常に小さな揺れを
検知するための地震計）は 1,228
ヶ所整備がなされ、約 20km間隔
での整備がほぼ達成されている。
　陸域の広帯域地震計（地面の速
い振動から、非常にゆっくりとし
た振動まで、広い周波数範囲まで、
広い周波数範囲にわたって揺れを
記録できる地震計）は 112ヶ所整
備がなされ、約 100km間隔での
整備がほぼ達成されている。
　強震計（高感度の地震計では
振り切れてしまうような強い揺れ
を観測するための地震計）は、地
中に 975ヶ所整備され、概ね高感
度地震計と同地点に整備されてい
る。なお、地表は、3,564 ヶ所（別
途、自治体が 2,800 ヶ所）整備さ
れている。
　GPS 連続観測施設（人工衛星
を用いて、プレート運動や地殻変
動を観測するシステム）は、1,456
ヶ所整備がなされ、約 20km間隔
での整備がほぼ達成されている。
　ケーブル式海底地震計による地
震観測については、既存の施設を
活用するとともに、主要海域の中
から順次選択し、整備に努めるこ
ととされている。
　東海地震を観測する御前崎沖海
底地震計の更新とともに、東南海・
南海地震域などの緊急性の高いと
ころから、ケーブル式海底地震計
の設置を行う必要がある。
３‐２
地震観測結果の
迅速な情報伝達
　現在、全都道府県の震度計のデ
ータが気象庁と接続されていて、
気象庁は各種地震情報を発表して
いる。都道府県は地震発生から４
分後までに震度情報の送信を開始
し、９分以内に全観測点の送信を
終了することとなっている。
　大規模な被害が予想される場合
には、首相官邸に対策室が設置さ
れ、緊急参集チームが招集される
こととなっている。
　2005年７月の千葉県北西部を震
源とする地震において、東京都で
は気象庁への送信サーバーのデー
タ処理が遅かったため、気象庁へ
の送信に時間を要し初動対応の遅
れにつながった。また、新潟県中越
地震の際にも、震度情報ネットワ
ークに障害が発生し、気象庁へ送
信が出来なかったところがあった。
３‐３
緊急地震速報
　緊急地震速報とは、図表９に示
すとおり、大きな揺れを引き起こ
すＳ波（主要動）が到達する前に、
震源に近い観測点で得られた伝播
速度が速いＰ波（初期微動）を検
知することにより、震源や地震の
規模、Ｓ波の到達時刻や震度を推
定し、地震や津波による被害の防
止・軽減を図るものである。
　気象庁では、2004年２月から緊
急地震速報の試験運用を開始し、
現在、国の防災機関、自治体、大学、
学校、民間等、約 140機関に試験
的な提供が行われている。
　地震の主要動が来る前に防災対
策を講じることにより
蘆 列車やエレベータなどの自動
制御
蘆 建物内にいる人々や地方自治体
図表９　緊急地震速報
出典：気象庁資料８)
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への伝達等の危険回避
蘆 携帯電話や衛星通信など情報伝
達システムの実用化
蘆 火災の原因となる電気、ガス、
工場の生産ラインにおける燃料
等の遮断など被害軽減、重要デ
ータのバックアップ
などを実施することにより、被害
の減少が期待される。
　阪神・淡路大震災のような直下
型地震では、Ｐ波とＳ波の時間差
が短く効果は発揮できない。
　2005年８月に宮城県沖で発生し
た地震では、緊急地震速報の第１
報発信からＳ波が到達するまでの
時間が、震度６弱を観測した宮城
県川崎町では約 22秒、震度５強
を観測した仙台市、石巻市で、そ
れぞれ 16秒、10秒と見込まれる
という情報が提供された。
３‐４
建築物の耐震改修の
促進に関する法律
（耐震改修促進法）
　阪神・淡路大震災の教訓を踏ま
え、耐震基準に満たない建築物の
早急な耐震改修を図るため、建築
物の耐震改修の促進に関する法律
（耐震改修促進法）が 1995 年 12
月に制定された。
　特定建築物（学校、病院、劇
場、百貨店、事務所等、多数の者
が利用する建築物で３階以上かつ
1,000m2 以上のもの）の所有者は、
耐震診断を行い、必要に応じ耐
震改修を行う努力義務となってい
る。一般住宅は含まれていない。
　同法が制定されて 10年近くが
経つが、同法を活用した特定建築
物の耐震改修の実績は約 10,000 棟
で、耐震改修は十分に行われてい
ない。
　このことから、2004年に建築物
の安全性及び市街地の防災機能の
確保を図るため、建築基準法等お
よび都市計画法等の一部が改正さ
れた。
建築基準法等の一部改正（建築物
の安全性の確保）
蘆 建築物に係る報告・検査制度の
充実および強化
蘆 危険な不適格建築物に対する是
正勧告
蘆 既存不適格建築物に関する規制
の合理化
蘆 処罰の強化（是正命令に従わな
い場合の法人重課）等
都市計画法等の一部改正
蘆 密集市街地における地震災害・
大規模火災対策等
　耐震性が不十分な住宅・建築物
への対応策の強化として、特定建
築物については期間を定めて耐震
診断・改修を義務化する。耐震性
が不十分な建築物については、指
導・助言だけでなく、指示・報告
聴取・立入検査や、指示に従わな
い建築物の公表等を行えるように
する。一般住宅についても努力義
務を課すなど、耐震改修促進法の
見直しが検討されている。
３‐５
耐震、免震、制振構造
　建物の耐震性を高めるには「耐
震構造」、「免震構造」、「制振構造」
の３つの構造がある。耐震・免震・
制振構造の分類は、図表 10のと
おりである。
　耐震構造は、柱、壁などの構造
物を、弾性的または弾塑性的に地
図表 10　耐震・免震・制振構造の分類
出典：国土交通省資料９）
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震力に耐えるようにする構造で
ある。
　免震構造は、建物の基礎下部や
階と階の間に設けた支承などの免
震装置により地震エネルギーを吸
収し、建物が揺れないようにする
構造である。
　制振構造は、壁等に設置したダ
ンパーなどの制振装置により地震
エネルギーを吸収し、建物全体の
揺れを制御する構造である。
　建物の地震対策は、耐震構造が
関東大震災において効果を発揮し
たといわれ、高度成長期には建築
物の高層化に伴う、主に強風時の
居住性改善を目的とした振動制御
構造が 1980 年代に増え、阪神・
淡路大震災以降は免震構造が増加
している。
３‐６
住宅・建築物の耐震化
　戸建住宅耐震改修にかかる費
用は、住宅や工事の規模によって
異なるが、平均的には１戸当たり
200万円程度かかる。
　費用負担の軽減を図るために耐
震診断・改修に関する助成制度と
して
蘆 マンション、事務所等に対する
耐震診断・改修補助（1995年度）
蘆 戸建て住宅の耐震診断補助
（1998年度）
蘆 戸建て住宅の耐震改修補助
（2002年度）
が、阪神・淡路大震災以降に拡充
されてきた。
　住宅の耐震診断・改修の実績は、
2003年度末までの累計では、耐震
診断が約17万戸（うち補助16万戸）
に対し、耐震改修は約 3,500 戸（う
ち補助 40戸）と制度が十分に活
用されているとは言えない。
　上記の補助制度が十分に活用さ
れなかったことから、耐震診断お
よび耐震改修に係る補助制度を一
元化した「住宅・建築物耐震改修
等事業」が2005年度に創設された。
　今後、全国的な普及を図ってい
く必要がある。
３‐７
地震保険
　地震はきわめて大きな損害をも
たらす可能性があり、そのリスク
を民間の損害保険会社だけで分担
することは困難である。
　そこで、1964年の新潟地震を契
機として、1966年に「地震保険に
関する法律」が制定され、政府と
民間損害保険会社の共同運営によ
る保険制度が設けられた。
　１回の地震で一定規模以上の支
払い保険金が生じた場合、保険金
の一部を政府が負担することとさ
れていて、2005年４月から１回の
地震による総支払限度額は５兆円
（関東大震災クラスの大地震が発
生しても対応可能な額）となって
いる。
　地震保険は火災保険に付帯する
方式での契約で、建物 5,000 万円、
家財 1,000 万円を限度に、火災保
険の 30～ 50％の範囲内とされて
いる。
　保険料は、建築時期と木造・非
木造、都道府県別の危険度（４区
分）により決まる。
　2003年度末時点での火災保険に
対する地震保険の付帯率は約35％
となっている。
　地震保険の世帯加入率は約17％
で、JA建物更生共済の加入率を
合わせても約３割であり、地震保
険の普及促進を図ることが課題と
なっている。
３‐８
ハザードマップ
　ハザードマップは、災害におけ
る被害を最小限にくい止めること
を目的として、予想される被害の
区域や程度などを地図上に明示す
るとともに、避難場所や危険箇所
などの避難情報を分かりやすく表
示したものである。
　地震ハザードマップは東京都、
横浜市、名古屋市などの１都６市
で作成されており、津波ハザード
マップは、海岸線を有する 991市
町村のうち約12％にあたる 122市
町村での作成にとどまっている。
中央防災会議では、今後５年間で
津波防災対策が必要なすべての市
町村において、津波ハザードマッ
プを作成することが掲げられた。
　既に作成・公表されているハザ
ードマップには、学校・公民館等の
避難場所を表示してあるものは多
いが、避難経路や指定避難路につ
いてはほとんど表示されていない。
３‐９
災害復旧・復興
　防災基本計画（2005年７月、中
央防災会議）では、「被災地の復
旧・復興は、被災者の生活再建を
支援し、再度災害の防止に配慮し
た施設の復旧等を図り、より安全
性に配慮した地域振興のための基
礎的な条件づくりを目指すものと
する。また、災害により地域の社
会経済活動が低下する状況にかん
がみ、可能な限り迅速かつ円滑な
復旧・復興を図るものとする」こ
ととなっている。
　阪神・淡路大震災の教訓を踏ま
え、次のような取組みがなされて
いる。
盧法律・計画の見直し
①災害対策基本法の改正
　内閣総理大臣が本部長となる
緊急災害対策本部の設置要件の
緩和や現地災害対策本部の法定
化などの政府の災害対策本部の充
実・強化、市町村長による都道府
県知事に対する自衛隊の災害派遣
要請の法定化などの地方公共団体
の防災対策の強化、などの改正が
なされた。
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②防災基本計画、地域防災計画の
　見直し
　防災分野の最上位計画である防
災基本計画について、自然災害に
関して震災対策編の編構成とし、
全面修正された。
　また、地域における防災の総合
計画である地域防災計画について
も、全都道府県において防災基本
計画の全面修正を踏まえた修正が
行われ、市町村では 2004 年４月
現在で 2,390 団体（76.5％）が見
直しを完了している。
③被災者生活再建支援法
　自然災害により生活基盤に著し
い被害を受け、経済的理由等によ
り自立して生活を再建することが
困難な被災者に対し、都道府県が
相互扶助の観点から拠出した基金
を活用して、自立した生活の開始
を支援する。1998年に制定・施行
されたものが、2004年に一部改正
され、採択用件の緩和と支給限度
額の引き上げが行われた。
盪ライフラインの確保
　ライフラインは復旧・復興だけ
でなく、避難生活の解消にも直結
する。
　復旧・復興にあたる人員の確保
は重要であるが、施設の耐震性の
向上や被災時の速やかな機能確保
にむけて、既存施設の耐震診断技
術、耐震補強手法の確立、被災
した時に迅速に被災箇所を把握
するための技術の研究開発が必要
である。
 また、復旧・復興を点検する上
では配線や管路のブロック化、あ
るいは複数化やネットワークによ
る分散化が必要である。
①電気
　阪神・淡路大震災では、通電火
災が 44件発生したとされており、
避難時にはブレーカーをオフにす
るように PRが行われているが、
停電が回復しても確認ボタンを押
さなければブレーカーがオンにな
らないようにする必要がある。
②ガス
　都市ガスについては、阪神・淡
路大震災後に感震遮断機能付きマ
イコンメーターの設置が義務化さ
れ、中越地震では有効に機能し、
二次災害が防止された。LPガス
については、緊急地震速報などと
連動した自動遮断システムが必要
である。
③上水道
　水道管は、材質の弱い石綿セメ
ント管や布設後 20年以上経過し
た管が多く、配管の接合部分の継
目は地震に弱く、阪神・淡路大震
災では神戸市を中心に約 90万戸
で上水道が断水している。現在、
耐震継手付きダクタイル鋳鉄管、
鋼管、ポリエチレン管などの耐震
化が進められている。
④下水道
　阪神・淡路大震災以降に造ら
れた処理場・ポンプ場・管路など
の下水道施設については、概ね耐
震化が図られている。継手は伸縮
性に富み止水性が保持できる伸縮
可撓継手とし、管渠の被害状況は
TVカメラの遠隔操作による調査
が進められている。下水道は、上
水道の復旧作業に合わせ供用を再
開することとなる。
３‐10
防災関係の科学技術に
関する研究開発予算の推移
　わが国の自然災害対策を含めた
防災対策は、1959年の伊勢湾台風
を契機として、1961年に制定され
た「災害対策基本法」が基本とさ
れている。
　近年の防災関係の科学技術に関
する研究開発は、1993 年に決定さ
れた「防災に関する研究開発基本
計画（1993年 12月、内閣総理大臣
決定）」に沿って進められている。
　阪神・淡路大震災を契機として、
1995年７月に地震調査研究推進本
部が政府の特別機関として設置さ
れ、地震に関する観測、測量、調
査及び研究が進められている。
　自然災害対策技術の研究を含め
た防災関係の科学技術研究予算の
推移は、図表11のとおりである。
　1970 年代以降増加傾向にある。
2001年度以降、独立行政法人化に
よって減った。
図表 11　わが国の防災関係科学技術研究予算の推移（単位：億円）
出典：防災白書をもとに作成１）
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　　地震被害の軽減を図るために
は、次のような課題がある。
４‐１
海底地震計の
ネットワークの整備
　地震計観測網の整備は、1997年
に策定された「地震に関する基盤
的調査観測計画」に基づく整備が
ほぼ達成されている。
　しかし、地殻の変動は目に見え
ず、観測機器から離れた地中や海
底などで起こることから、地震が
起こった直後に海底で地震を観測
することにより、波形や規模など
のデータを解析することが、地震
災害を軽減する上で極めて重要で
ある。
　震源を取り囲むように地震計を
設置しておけば、地震活動を精度
よく観測することができる。海域
における地震活動を陸側から観測
することは観測精度が落ちてしま
うため、海域におけるリアルタイ
ムの常時監視が欠かせない。
　海域での地震活動を直接観測
することは、地震情報や津波情報
に寄与するばかりでなく、緊急地
震速報による被害軽減にもつなが
り、海底地震計のネットワークの
整備が必要である。
４‐２
地震計の更新と
受信体制の強化
　地震計の機器の更新は 10年置
きにされていて、阪神・淡路大震
災を契機に設置された機器は、間
もなく10年をむかえることとなる。
　自治体が設置した震度計は全国
に約2,800 地点に上り、中越地震の
際の震度７は川口町の震度計によ
って観測されている。しかし、市
町村合併による震度計の統廃合や
経費節減による保守点検の削減な
ど観測精度の低下が危惧される。
　自治体の震度計は、地震情報だ
けでなく、官邸対策室の設置を始
めとした関係機関の迅速な初動対
応に利用されている。
　また、市町村や都道府県は震度
速報に対応できるようにネットワ
ーク回線数の増加、多重化・常時
接続化や送信・受信サーバーの処
理能力の向上等、システムの改善
を早急に行う必要がある。
４‐３
耐震化の促進にむけた
優遇措置の創設
　中央防災会議の地震防災戦略で
は、住宅耐震化率を現在の75％か
ら今後 10年で 90％に向上させる
具体的目標が掲げられている。
　しかし、耐震診断や耐震改修に
かかる費用、悪徳施工業者の横行
などが障害となっており、自分の
ところは大丈夫だという過信も見
受けられる。
　耐震診断および耐震改修に係る
補助制度の一元化が図られ、耐震
化の促進が期待されるが、耐震改
修により住宅の資産価値が上がり
固定資産税の増額につながってし
まう。
　耐震化による固定資産税の軽減
や地震保険の掛け金の割引など、
減災に向けた取り組みを支援する
優遇措置を導入すべきである。
　耐震化にあたっては、ハザード
マップの危険度、地震保険の都道
府県別の危険度などから優先順位
をつけて促進する必要がある。
４‐４
ハザードマップの
作成・普及
　防災対策の主体は市町村であ
り、消防機関への出動命令や警察
官等への出動要請、住民に対して
避難勧告・命令、警戒区域の設定
など、大きな役割を有している。
　地震による津波、土砂災害など
の被害に加え、交通網の寸断箇所
や建物の倒壊・延焼等を予測し、
安全な場所へ迅速に避難誘導する
ためのハザードマップの作成・普
及を図る必要がある。
　市町村によっては、合併による
地域防災計画の見直し等、ハザー
ドマップの作成に着手できないと
ころもあった。
　ハザードマップは災害の危険
度、避難場所・避難経路等の情報
を提供するばかりでなく、災害に
対する予防対策、応急対策等の施
設整備を検討する上でも役立つ。
　また、道路の都市計画決定にあ
たっては、延焼防止対策として幅
員の広い道路整備を推進する必要
がある。
４‐５
共同溝化の促進
　阪神・淡路大震災におけるライ
フラインの復旧・復興では、道路
を掘り起こしてガス管を修理した
あと、水道管修理で再び道路を掘
るなど効率の悪さが目立った。
　各ライフライン間における被害
状況や復旧に関する情報の共有化
と復旧作業における連携の手法を
確立する必要がある。
　電気、ガス、水道などのライフ
4   今後の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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ラインを道路の地下空間にまとめ
て収める共同溝化が進められてい
る。共同溝には、ライフラインの
メンテナンスに必要な空間も確保
することにより、地震時のライフ
ラインの安全性の向上が図れると
ともに、別々に埋められているラ
イフラインの補修による道路の掘
り返し工事が少なくなり、交通渋
滞の緩和にもつながる。
　阪神・淡路大震災ではライフラ
インが多大な被害を受けたが、神
戸市内の一部で整備されていた共
同溝は軽微な損傷にとどまった。
地震に強いまちづくりを進める必
要がある。
5   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　阪神・淡路大震災以降、被害を
軽減させる減災がうたわれている。
　減災にむけて上記のような課題
があり、これらについて実効ある
行動を推進していく必要がある。
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1   調査の目的 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
連　載
日本の科学技術の現状と今後の予測
急速に発展しつつある研究領域調査
̶論文データベース分析から見る
研究領域の動向̶
                                                                                           蜷参考：NISTEP REPORT No.95
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep095j/idx095j.html
　本調査の目的は、基礎研究を
中心とする科学の動向を、論文デ
ータベース分析を用いて研究領域
レベルで把握し、その中から「注
目すべき重要な研究領域で、かつ
急速な発展をみせている研究領域
（以後「発展領域」と記述）」を見
いだすことである。加えて、発展
領域における日本の存在感の分析
を通じて、発展領域における日本
の研究活動の状況についての分析
も試みた。
2   調査の手法 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
発展領域の抽出方法
　本調査では、論文データベース
として、Thomson Scientific 社の
Essential Science Indicators（以後
「ESI」と記述）を用いた。本デー
タベースでは、各論文は臨床医学、
植物・動物学、化学、物理学など
22分野のいずれかに分類されてい
る。本調査における研究分野の分
類は、本データベースに従ってい
る。分析の出発点として、1997年
から 2002 年までの６年間に発行
された論文（以後「2002年データ」
と記述）の中で、各年、各分野の
被引用数が上位１％である高被引
用論文（約４万５,000件）を用いた。
これら高被引用論文に対して、「共
引用」を用いた論文のグループ化
を２段階で行うことで、一定の大
きさを持つ研究領域を見出した。
ここで「共引用」とは、２つ以上
の論文が１つの論文に同時に引用
されることを指す（図表１）。頻
繁に共引用される論文は、その内
容に一定の共通点があると考えら
れるため、共引用によって結びつ
けられる論文をグループ化するこ
とで、研究内容に共通性のある論
文群を得ることができる。本調査
では、これらの論文群を「コアペ
ーパ」（研究領域の核を構成する
論文）、コアペーパを引用する論
文を「サイティングペーパ」と呼
んでいる。
　本調査では、第１段階の共引用
によるグループ化で得られる論文
の集合として、前記ESIに収録さ
れているリサーチフロント（5,221
リサーチフロント）を用い、これ
らのリサーチフロントに対してさ
らに第２段階の共引用によるグル
ープ化を行なって 679の研究領域
を得た（図表２）。さらに、これ
らの研究領域の中で、サイティン
グペーパ数が急増するリサーチフ
ロント（以後「急増フロント」と
記述）を２個以上含む 153研究領
域を抽出し、これらを前述の「注
図表１　共引用関係の模式図
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目すべき重要な研究領域で、かつ
急速な発展をみせている研究領
域（「発展領域」）」と見なした。
各発展領域の内容の把握は、コア
ペーパのリスト（研究領域の論文
リスト）と、以下に述べる研究領
域のマップを分析することで行な
った。
２‐２
発展領域の内容の把握
盧研究領域のマッピング
　まず、前項で抽出された各研究
領域のマップを作製することで、
各研究領域の構造を視覚的に表現
することを試みた。これらのマッ
プは、それぞれのリサーチフロン
トがもつ共引用関係によって自動
的に形成されるものである。
　図表３にマップの一例を示す。
ここで、それぞれの円は各リサー
チフロントを示しており、横の数
字はその ID番号である。円の面
積は、リサーチフロントの各コア
ペーパの被引用数の合計に比例し
ている。すなわち、円の大きな場合
はそのリサーチフロントに含まれ
るコアペーパを引用する論文が多
数存在する大きなリサーチフロン
トであることを意味する。円どう
しは、共引用関係が強い場合には
近くに配置され、弱い場合には遠
くに配置されている。つまり、互
いに研究内容の類似したリサーチ
フロントは近くに配置されている。
なお、このような研究領域のマッ
プでは、リサーチフロントの相対
的な位置関係が重要であり、上下
左右のどこに配置されているかは
特に意味を持たない。また、各円
について、最も強い共引用関係を
持つものを直線で結んでいる。色
の濃いリサーチフロントは含まれ
るコアペーパの被引用数の増加が
顕著な「急増フロント」を示し、
斜線は 2002 年に新たに現れたリ
サーチフロントを示している。
盪各研究領域に対する内容分析
　研究領域のマップ及び研究領域
の論文リストから、各リサーチフ
ロントの研究内容を推測し、さら
に近い位置にありかつ内容が似た
ものをグルーピングした。例えば
図表３の右下にある３つのリサー
チフロントは「タンパク質相互作
用解析」に関連する研究内容であ
ると解釈され、関連するリサーチ
フロントのグループとして点線で
囲まれている。これらの作業を経
て、最終的に、この研究領域が全
体としてどのような内容をもつも
のであるかを検討し、領域名（図
表３の例では「プロテオミクス」）
を決定した。
　発展領域調査の報告書において
は、各研究領域の内容分析として、
蘆 研究領域名
蘆 研究領域の統計情報（研究領域
を構成するリサーチフロントの
数、うち被引用数が急増するも
のの数、当該研究領域のコアペ
ーパの被引用数など）
蘆 研究領域の説明
蘆研究領域のマップ
　などの情報を、１研究領域あた
り２ページずつにまとめている。
これらの内容分析は、科学技術政
策研究所科学技術動向研究センタ
ーの専門スタッフが行なった。ま
た、研究領域の内容分析の結果に
ついては、外部の専門家の協力を
求めて、研究領域名や研究領域の
解釈が的確か、共引用を用いた研
究領域の把握が妥当であるかなど
について意見収集を行なった。
図表２　共引用関係を用いた 2段階の論文のグループ化
図表３　研究領域のマップの例（領域名：プロテオミクス）
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　論文データベースの分析から研
究領域の構築・抽出を試みる本手
法は、今回の調査活動により初め
て開発されたものである。本手法
の特徴として、以下の３つが挙げ
られる。
① 既存の学問分野にとらわれない
研究領域全体の俯瞰的な分析
　共引用関係のみを用いて自動的
に研究領域が構築されるため、既
存の学問分野あるいは既成概念に
縛られることなく俯瞰的な視点か
ら研究領域の把握が可能となる。
また、学際的・分野融合的な研究
領域の探索も可能である。
② 論文の統計情報に基づく客観的
な研究領域の分析
　研究領域を構成しているコアペ
ーパの被引用数の変化を分析する
ことで、発展領域が客観的に把握
できる。また、コアペーパやサイ
ティングペーパにおける日本論文
の比率を分析することで、研究領
域内の日本の存在感の分析なども
可能となる。
③ 同一の手法による継続的調査が
可能
　本調査で得られる研究領域は時
間の経過に伴い変遷していく。従
って、本調査を継続的に行うこと
で、新たに生じた研究領域、継続
的な発展がみられる研究領域など
を把握できる。
3   本調査手法の特徴 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
4   本調査から得られた結果 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
４‐１
データベース
分析から得られた
153の発展領域について
　２‐１で抽出した 153の発展領
域について、発展領域間の関連性
を視覚的に示したマップを図表４
に示す。ここでは、領域を構成す
るコアペーパの 22分野の分布を
比較し、似た分野分布の比率を持
つ領域間に、引力が働くモデル（重
力モデル）を用いて各領域を動か
し、全体が最も安定したときの配
置を示している。したがって、こ
の図では、コアペーパの分野分布
が似た領域は一箇所に集まる傾向
にある。また、この図では領域の
相対的な位置関係が重要であり、
上下左右のどこに配置されている
かは特に意味を持たない。なお、
マップ中の各数字はデータベース
上で各領域に付けられた領域 ID
であり、特に意味を持つ数字では
ない。各領域の名称及び内容につ
いては、発展領域の報告書に詳細
に記述されている。
　以下に 153領域の全体像につい
ての概略を述べる。マップ中央
に点線で描かれた円の外にある研
究領域は、コアペーパの６割以上
が 22分野の何れかに属する領域、
すなわち、既存の分野分類の中で
急速に発展している研究領域であ
る。逆に、点線の内側に位置する
ものは、特定の分野に偏らない学
際的・分野融合的領域であると見
なすことができる。
　153 領域の分野分布をみると、
47領域が臨床医学や植物・動物学
といったライフサイエンスの領域
（ライフサイエンス系領域）であ
った（もともと、全データベース
の約半数はライフサイエンス系の
論文で構成されている）。このう
ち、約半数の 25領域が臨床医学
の領域にあった。また、物理、化学、
工学、材料科学の領域（物理・化
図表４　論文データベースから得られた 153 発展領域
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
46 Science & Technology Trends   October  2005 47
日本の科学技術の現状と今後の予測　急速に発展しつつある研究領域調査̶論文データベース分析から見る研究領域の動向̶
学系領域）が 33領域、環境／生
態学、地球科学などの領域が９領
域抽出された。少数であるが、宇
宙科学、数学の領域も抽出された。
注目すべきことは、153 領域の約
３割である 54領域が学際的・分
野融合的領域にあることである。
従来、学際的・分野融合的領域の
重要性は指摘されてきたが、それ
らが基礎研究のどの程度の割合を
占めているかについては明らかに
なっていなかった。本調査の結果
は、客観的な指標に基づき、発展
領域の相当数が学際的・分野融合
的性格を持つことを示した点で意
義深い結果であると言える。
４‐２
発展領域に見る
日本の研究活動の特徴
　図表４に示した 153の各研究領
域について、日本から出された
論文の比率の高さを調べた。その
結果、物理学、化学、植物・動物
学の発展領域ではシェア７％以上
（153 領域を構成する全てのコア
ペーパに占める日本論文の割合は
約 7％であるので７％を基準とし
た）の領域が多数あり、日本の存
在感が大きく、一方、臨床医学、
環境／生態学、工学の発展領域に
おいてはシェアが７％以上の領域
が少なく、日本の存在感は小さか
った。特に、材料科学は、679 研
究領域を構成するコアペーパ（約
１万 7,000 件）における日本論文
比率は 14％で、この数字は 22分
野中で最大であるにもかかわら
ず、153 発展領域を構成するコア
ペーパでは存在感が小さい（約
３％）ことが分かった。
学際的・分野融合的領域について
は、従来、日本の苦手とする領域
と言われてきたが、例えば、「プ
ロスタグランジンの分子機能の解
明」、「Ⅲ族窒化物の半導体デバイ
ス化研究」、「粘土鉱物系ナノ複合
材料」、「リチウムイオン二次電池
の正極材料」など、７％以上のシ
ェアを持っている発展領域が多数
あることが確認され、必ずしも日
本が苦手とは言えないという結果
を得た。
４‐３
発展領域に見る各国の
研究活動の特徴
　153 発展領域の中で、４個以上
の急増フロントを含む51領域（急
増フロントの特に多い領域）にお
いて、経済学・経営学と社会科学・
一般の３領域を除いた 48領域に
ついて、日本、米国、英国、ドイツ、
フランス、中国、韓国における研
究活動の特徴の把握を試みた。そ
の結果、研究領域に占める論文シ
ェアに国ごとの特徴があり、特に、
物理・化学系領域とライフサイエ
ンス系領域で各国シェアの傾向が
異なっていることが判明した。例
えば、米国、英国ではライフサイ
エンス系領域のシェアが物理・化
学系領域のシェアよりも大きく、
中国は物理・化学系領域のシェア
がライフサイエンス系領域のシェ
アより大きい。中国のシェアが高
い領域の多くは、日本も高いシェ
アを持つ領域であり、一部の発展
領域（「メゾポーラス材料とナノ
ワイヤー」、「カーボンナノチュー
ブ」など）では、すでに中国は日
本を上回るシェアを持っている。
４‐４
発展領域の時系列変化
　時系列分析は逐次行なうことが
望ましいが、今回はその試行とし
て、これまで結果を紹介した2002
年データ（1997 年～ 2002 年）と、
論文の収録年数を１年ずらした
2003 年データ（1998 年～ 2003 年）
の比較を行なった。その結果、発
展領域の時系列変化のパターン
として①継続的な進展が見られ
る研究領域、②拡大が見られる研
究領域、③新たに見いだされた研
究領域、④融合がみられる研究領
域の４パターンがあることが確認
された。
　例えば、2002 年データに「バ
イオテロに関連した天然痘、炭そ
菌に関する研究」、2003 年データ
に「プリオン病」についての発展
領域が含まれていた。前者につい
ては、2002年データで対象とした
論文は 1997 年～ 2002 年に出版さ
れたものであるので、2001年のテ
ロ事件発生から僅か１年足らずで
論文が多数出版されたことが分か
る。このことから、本手法を用い
ることで過去１～２年間に形成さ
れた萌芽的な発展領域の把握も可
能であることが確認された。
　加えて、サイティングペーパ
の時系列変化の分析から、発展
領域の内容が時間と共に動的に
変化する様子を確認することが
できた。例えば「RNAi（RNA 
interference）」の研究領域では、
植物で発見されたRNAiという現
象が、植物学だけに留まらず、こ
こ数年で臨床医学や免疫学などの
分野にも研究が急激に波及した過
程が見られた。
科 学 技 術 動 向　2005年 10月号
48
　本調査では、基礎研究を中心
とする科学の動向を研究領域レベ
ルで把握し、その中から「注目す
べき重要な研究領域で、かつ急速
な発展をみせている領域（発展領
域）」を見出した。基礎研究は研
究者の自由な発想に基づいて実施
されるものであるが、研究領域レ
ベルで見ると各国の活動の傾向に
は国毎の濃淡が見られる。加えて、
発展領域における日本の存在感の
分析を通じて、発展領域における
日本の研究活動の状況を把握する
ことができる。本調査により、論
文データベース分析から発展領域
を把握するひとつの新たな方法
論が確立されたと考えられる。以
下に本調査から得られた知見のう
ち、特筆すべきことをまとめる。
盧学際的・分野融合的領域の重要性
　新たな発展領域の相当数が学際
的・分野融合的性格を持っている
ことが判明した。新たに台頭して
くる研究領域は、学際的・分野融
合的なアプローチから生まれる可
能性が高い。本調査結果から見る
と、日本は、学際的・分野融合的
領域の研究が必ずしも不得意と言
うわけではない。学際的・分野融
合的領域の中で、日本の存在感が
高い領域は物理、化学、植物・動
物学など日本が強みを持つ分野に
軸足を持つものが多い。したがっ
て、日本が強みを持つ分野で蓄積
された人材や知識を活用し、既存
の学問分野に留まらずに新たな研
究領域を開拓していくことが有効
と考えられる。また、免疫学、生
物学・生化学などの研究者は、今
後、臨床医学の研究者と共同研究
を進めることで臨床医学の発展領
域における日本の存在感を高める
といった発展を模索することも一
案である。
盪新しい研究領域へ挑戦を可能と
　する研究環境の見直し
　材料科学に代表されるように、
分野としては日本が高い存在感を
示しているにもかかわらず、発展
領域ではあまり存在感が見られな
い場合がある。このような分野・
領域では研究者が従来のテーマか
ら新しい研究領域に移るのを阻害
している要因がないか検証する必
要があろう。例えば、新しい研究
領域を目指す研究者が、実績が無
いために研究資金が取りにくい、
といった問題が無いかどうかなど
を調査する必要がある。
蘯研究領域の発展に合わせた
　公的研究開発・支援の重要性
　研究領域の内容は時間と共に動
的に変化している。特にライフサ
イエンス系領域においては、分野
を超えた研究領域の変化が非常に
早いスピードで生じている。また、
カーボンナノチューブの領域など
で、日本で発見がなされたにも関
わらず、他国のキャッチアップを
許した様子が見られている。研究
領域の発展を常に把握し、必要に
応じて、研究フェーズを基礎研究
から重点研究等にスムースに移行
するなど、スピーディな変化に対
応する仕組み作りが求められる。
盻発展領域の定期的観測の
　必要性と調査の発展性
　蘯の前提として、本調査のよう
な手法を用いて、新たな研究領域
や各国の研究活動の特徴を継続的
に観測することは重要と考えられ
る。本調査の結果と、研究領域が
中長期的に科学技術にもたらすイ
ンパクト、科学技術に対する社会・
経済ニーズなどを総合すれば、将
来的に重要になると考えられる研
究領域を機動的かつ総合的に判断
することができると考えられる。
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5   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
【追 記】
　10月上旬に2005年度のノーベル賞受賞者が発表され
た。ノーベル賞受賞対象の研究は、研究のその後の発展性
や社会的貢献などが評価されて決まるものと考えられる。
従って、本調査における最近の急速発展領域として抽出さ
れる可能性も高い。例えば、本年度のノーベル賞対象の研
究（p.12,13）に関しては、153の急速発展領域のなかに
右に示すような急速発展領域として抽出されている。
抽出された急速発展領域名 2005年度ノーベル賞対象研究のリサーチフロント
機能性胃腸症および
胃食道逆流症の治療研究
ピロリ菌感染と病態、ピロリ菌除菌
による効果、機能性胃腸症治療のた
めのピロリ菌除菌療法
病原微生物のゲノム解析
ヘリコバクター・ピロリ菌のゲノム
配列の解析研究
高効率炭素―炭素結合形成
反応を機軸とする有機合成
反応
オレフィンのメタセシス反応・触媒
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科学技術動向研究センターのご紹介
　平成 13年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する
政策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技
術分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 1月より新たに「科学技術動
向研究センター」を設立いたしました。本センターでは、第 2期「科学技術基本計画」に
示されたライフサイエンス、情報通信等の重点分野の最新動向に係る情報の収集や今後の
方向性についての調査・研究に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供いたします。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。
センター長
総括ユニット
ライフサイエンス・医療ユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
材料・製造技術ユニット 蘆ナノテクノロジー・材料分野蘆製造技術分野
蘆全体の企画、調整、とりまとめ
蘆社会基盤分野
蘆フロンティア（宇宙・海洋）分野
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1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　わが国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布いたします。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
公開します。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、わが国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法による技術予測調査
をほぼ 5年ごとに実施しています。
2003 年度より２年間にわたり「科学
技術の中長期的発展に係る俯瞰的予
測調査」を実施いたしました。
??????????????
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「報告書一覧科学技術動向･月報」でご覧いただけます。
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